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平成２９年度東京都入札監視委員会 第１回制度部会

平成２９年１１月２２日

東京都庁第一本庁舎４２階北側 特別会議室Ａ

【五十嵐部長】  それでは、定刻になりましたので、これより平成２９年度東京都入札

監視委員会第１回制度部会を開催いたします。

委員の皆様には、お忙しい中ご出席賜り、まことにありがとうございます。本日、進行

役を務めさせていただきます、財務局契約調整担当部長の五十嵐と申します。どうぞよろ

しくお願いいたします。

それでは、開会に先立ちまして、経理部長の小室からご挨拶申し上げます。

【小室部長】  財務局で経理部長をしております小室と申します。よろしくお願いいた

します。本日は、大変お忙しい中ご出席を賜りまして、まことにありがとうございます。

さて、先生方ご案内のとおり、東京都では入札契約制度に関しまして、６月２６日、そ

ちらの公表案件から１年間の試行という形で制度改革を実施しております。この改革の検

証を、この入札監視委員会及び制度部会の先生方にぜひお願いしたいと考えております。

本日についてでございますが、まず改革の検証の進め方につきましてご審議をいただけ

ればと思っております。先日、年内にも入札契約制度改革の見直し案をまとめるといった

ような報道などもされてございますが、後ほどスケジュールにつきましては、担当者のほ

うからご説明させていただきますが、先生方には業界団体との意見交換にも参加していた

だきながら、今年度末を目途に検証結果をまとめていただきまして、その後、都におきま

して検証結果を踏まえまして本格実施に向けた検討をしていくと、そのような流れを想定

しております。ぜひよろしくお願いいたします。

また、本日は、１０月末までの試行の状況についてもデータを取りまとめておりますの

で、そちらのほうにつきましてもご意見をいただければと存じております。この試行の検

証は、来年度の入札契約制度改革の本格的な実施に向けて非常に重要なプロセスと考えて

おります。委員の皆様方には、それぞれ専門の見地から忌憚のないご意見を頂戴したいと

思っておりますので、ぜひご審議、ご協力のほどよろしくお願いいたします。

【五十嵐部長】  本日、ご出席いただいております委員、及び東京都の職員の出席者に

つきましては、お手元の資料１ページ目のとおりでございます。
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次に、定足数のご報告をさせていただきます。当制度部会は、現在４名の委員によって

構成されており、審議の議決は東京都入札監視委員会設置要綱第７条第１項の規定により

まして、委員の半数以上の出席がなければ、審議を開き、議決できないこととなっており

ます。本日は、４名の委員皆様がご出席いただいておりますので、委員会は有効に成立し

ているということをご報告させていただきます。

次に、本日の議事進行役についてでございますが、楠部会長にお願いしたいと存じます

が、皆様、よろしいでしょうか。

（異議等なし）

【五十嵐部長】  異議がないということで、楠部会長、よろしくお願いいたします。

【楠部会長】  それでは、一言ご挨拶申し上げます。委員の皆様、事務局の皆様、そし

て傍聴に来られた皆様、おはようございます。部会長の楠です。

既にご案内のように、本年６月から新しい入札方針が、さまざまな意見がある中実施さ

れ、約５カ月を経過したところであります。そして、最近、財務局案件から全体へと拡大

し、いよいよ本格実施となりました。私たちのミッションは、この新しい入札実務の検証

を客観的なデータ等から行うことであります。今日、こちらにお集まりのメディアの方々

の数が多いことからもわかるとおり、ここ１年ほどの東京都の入札改革は、今都民の最も

関心の強いイシューとなっております。

私たちに求められる役割は、中立公正の立場から検証作業を進めることであります。部

会委員の先生方からは忌憚なきコメント、ご意見をいただきたく思います。

それでは、よろしくお願いいたします。

それでは、議事を進行したいと思います。本日の議事進行と資料について、事務局から

説明をお願いいたします。

【五十嵐部長】  それでは、議事進行につきまして簡単にご説明申し上げます。本日は、

当委員会設置要綱第２条第２号に基づく契約制度の審議となります。６月から試行を開始

しております入札契約制度改革につきまして、その試行の検証の進め方や試行の状況等に

ついて、本日はご審議をいただきます。

引き続きまして、本日お手元に配付いたしました資料について、確認させていただきま

す。

【吉川課長】  契約調整担当課長の吉川でございます。本日はよろしくお願いいたしま

す。
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本日の資料でございますが、次第のほかに、机上に入札契約制度改革の試行状況という

ホチキスどめした資料をご用意しております。このほかに、委員の皆様の机上には、東京

都契約関係規程集をご用意いたしましたので、必要に応じご参照いただければと思います。

資料の不足等はございませんでしょうか。

【五十嵐部長】  それでは、楠部会長から議事の進行をお願いしたいと思います。よろ

しくお願いいたします。

【楠部会長】  それでは、まず制度部会における試行の検証の進め方について、審議を

進めます。事務局から説明をお願いいたします。

【吉川課長】  では、ご説明申し上げます。資料の表紙をおめくりいただきまして、さ

らに１枚おめくりいただき、右肩に２ページと書いてある資料を使ってご説明させていた

だきます。

今、部会長からお話がありました試行の検証の進め方についてでございます。まず、試

行の検証作業の実施方法でございますが、東京都の役割といたしまして、本日も１０月末

時点での試行の状況についてのデータをご用意させていただいております。今後、おおむ

ね一月ごとにデータを適宜更新させていただいて、情報提供をさせていただきたいと考え

ております。制度部会の先生方におかれましては、データをもとに検証作業を実施してい

ただき、ゴールといたしましては検証結果の取りまとめを行っていただきたいということ

でございます。

続いて、２点目といたしまして、検証における視点ということでございます。後ほど、

個々の取り組みの中身については順次ご説明いたしますが、今回の都の入札契約制度改革

の実施方針には４つの柱がございます。ローマ数字でⅠからⅣまで書いてある部分ですが、

予定価格の事後公表、１者入札の中止、ＪＶ結成義務の撤廃、低入札価格調査制度の適用

範囲の拡大、以上４点でございます。

これら４つの取り組みに関しまして、２ページの一番下の部分でございますが、具体的

にはⅠからⅢ番目については、この改革の目的として、入札参加の促進等による１者入札

９９.９％落札の抑制、Ⅳ番につきましては、品質の確保と競争性の向上という効果を期待

して実施しているところでございますが、こうした改革が狙った効果が出ているか。また、

先ほど部会長からのご挨拶の中にもお話がありましたとおり、改革の実施に当たりまして

は、さまざまな方からいろいろご意見をいただいているところでございますが、懸念され

るような弊害等が出ていないか。今申し上げたとおり、狙った効果が出ているかというこ
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とと、大きな弊害が出ていないかと、こういう観点から検証を進めていただければと考え

ております。

具体的な検証の視点でございますが、その下の３ページをご覧いただければと思います。

入札の参加の促進により、１者入札、９９％落札の抑制というお話をいたしましたが、例

えば５つの視点と、その３ページに書いてあるところの１番といたしまして、入札参加者

というのがどの程度改革によって影響を受けたのか。また、落札率、９９.９％落札の抑制

とうたっておりますが、落札率への影響はどうだったのかという点も、視点としてあるの

ではないかと考えております。

また、３番以降については、どちらかというと懸念される意見に当たる部分かなと考え

ておりますが、具体的に申しますと、１者入札の中止などにつきましては、競争性を増す

取り組みではありますが、中止するということもありますので、事業執行の遅れですとか、

受注者の方々への工期への影響みたいなところがどうだったのかという観点もあるかと思

いますし、ＪＶ結成義務の撤廃、後ほど、詳細はお話がありますが、こちらについて中小

企業への受注機会の影響ですとか、また、低入札価格調査制度、Ⅳ番でございますが、こ

ちらについてもダンピングが横行するのではないかのような声も、改革を始めるに当たっ

ては意見として頂戴していたところですが、こちらについての影響等も視点としてはある

のではないかと、事務局としては考えております。

また、３ページの下のほうになりますが、本来、制度改革の影響を定量的に検証するた

めには、厳密に言いますと、同一の案件について新旧の異なる制度で発注した場合の指標

を比較するというのがあるべき姿かなと思います。現実的には、契約の案件ごとに条件等

が異なってまいりますので、困難な部分がありますので、今回の検証に当たりましては、

これまでの制度、旧制度のもとで実施していた平成２８年度の実績と、新たな改革後の新

制度のもとで実施している６月２６日以降の新制度の公表分の実績等を統計的に比較する

ことで、検証のほうを進めていただければと考えております。

また、事前にこの進め方について先生方にご説明する中でもご意見としていただいてお

りますが、我々東京都からのデータの提供はもとより、外部の業界団体の方のご意見です

とか、はたまた東京都の事務方、契約部門のみならず事業執行部門等についても、事務的

な負担が増えているのか、減っているのかみたいな部分も含めまして、庁内組織からもヒ

アリング等を実施して現場の声を確認していくべきではないかというご意見もいただいて

おりますので、こうした点も視点としてはあるのではないかと考えております。
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続きまして、１枚おめくりいただきまして、４ページをご覧いただけますでしょうか。

試行の進め方の最後のご説明になりますが、今後の検証スケジュールについてでございま

す。本日は１１月２２日ということで、スケジュール表の一番上、入札監視委員会の１１

月に制度部会①と書いてあるのが現状ということでございます。本日は、この検証の進め

方をご審議いただいた後に、１０月末時点での統計データを使って、傾向分析、中間報告

をさせていただきたいと考えております。

入札監視委員会につきましては、このうち１２月に入札監視委員会、１２名の方で構成

される委員会についても、傾向分析、中間報告をさせていただくことを予定しております。

表がちょっと下に飛んで恐縮ですが、その後、１月になりまして、業界団体からの都のヒ

アリングを入札監視委員会の制度部会の中で、ご出席いただきまして行う予定としており

ますので、それが１月中旬から下旬で予定されております。

そういったヒアリングも行いつつ、傾向分析、試行の検証作業を経た上で、現在の予定

といたしまして、３月に制度部会で検証の取りまとめを行っていただいた上で、その後、

委員会でも取りまとめ結果の報告というのを考えております。

それ以外に書いてあるスケジュールの部分で、あと一、二点ご説明したいのですが、今

回の入札契約制度改革でございますが、もともと都政改革本部で議論を進めてきて、方針

が決まったという経緯もございます。３月末に公表した都政改革本部で発表した実施方針

の中でも、今回の試行については、半年程度経過後に都政改革本部に中間報告を行うとい

うのが、３月末に公表した時点で予定されている日程としてございますので、中段の都政

改革本部と書いてある欄につきましては、現在、日程のほうは１２月から１月にかけてと

いうことで、改革本部の事務局と調整している段階ではございますが、それぐらいの時期

に中間報告を行いたいと考えているところでございます。

また、あわせて入札監視委員会で検証結果の取りまとめを行った後の流れについても、

最後にご説明したいのですが、先ほど楠部会長からもお話があったとおり、入札監視委員

会におきましては、今回行っている試行について検証、評価を行っていただくのですが、

あくまでも検証結果を取りまとめて、どのようにこの中身を見直していくのか、はたまた

現行の試行の内容のとおり進めていくのか、判断するのは都のほうで行っていくというこ

とを考えております。

その判断というのは、委員会の取りまとめを行っていただいた後に、私どものほうで行

っていくというのを想定しておりますが、その判断を行う前に予定しておりますのが、本
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格実施の前に業界団体からのヒアリングというのを、入札監視委員会の検証結果なども踏

まえまして、改めて３０年度、本格実施の前に行いたいと考えているのが、一番下の業界

団体ヒアリングと書いてある右側の箱に記載の内容となっております。

業界団体のヒアリングを経まして、具体的に本格実施に向けてどのようにしていくのか

というのを、改めて都政改革本部会議のほうに報告した上で、制度改革の本格実施へとい

う流れで、我々財務局としては考えているところでございます。

雑駁でございますが、検証の進め方についての事務局の説明は以上でございます。ご審

議のほど、よろしくお願いいたします。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。ただいま、入札改革の主な項目、それ

から、それを見るための視点、さらにはスケジュール等についてご説明がありました。

ただいまの説明について、質問や意見のある委員はよろしくお願いいたします。

小澤委員、お願いいたします。

【小澤委員】  ご説明ありがとうございました。検証の進め方手順としては、おおむね

この手順で進めていただくので結構かと思います。この部会で評価、あるいは検証すると

いうのは、先ほどのご説明の中にもございましたけれども、簡単なことではなくて、同じ

案件を２つの制度で比べるということはもともとできない中で、今回の制度が変わったこ

とでどういう影響があったかを、どのように評価をするかと、あるいは、ここの言葉を使

うと、どのように検証するのかというところは、実は大変難しいところです。

それは、建設の市場というのは常に変化をしていますし、どこの市場に注目するかによ

っても、その変化の仕方は違うと。例えば規模が大きい案件と小さい案件では変わります

し、工種によっても、当然その変化の仕方は――応札する人たちがそもそも違いますので、

変わってくるという状況かと思います。

ですので、今後、本日、この後、データをご紹介いただくことになっていますが、デー

タをどのように分析するかということについては、今後も丁寧に、つまり統計的にやるに

はある程度の数がないとだめですし、個々の案件ごとに事情が違うということだとすると、

場合によっては個別の案件がどういうことで、そういう結果になっているかということの

分析も、場合によっては必要になってくると。

そういうことで、本日、この後ご説明いただきますけれども、最終的にどういう効果が

あったか、あるいはどういうところに課題があるかということについては、集められるデ

ータを丁寧に分析することで、最終的なこの部会としての意見の取りまとめにつなげてい
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ただければと考えております。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。

何か事務局のほう、ありますか。

【吉川課長】  ありがとうございます。先生がおっしゃるとおり、経済状況によって過

去に不調がかなり頻発していた時期、東日本大震災の後になかなか人手が集まらないです

とか、リーマンショックの後に低入札を起こしていた時代等、背景となる経済状況によっ

ても違いがあるかと思います。事前にご説明する中でも、先生からご意見をいただいた部

分として、一年度を通して都のほうでも発注するわけですが、時期によってデータの出方

も違う部分があります。現時点でのご報告は、後ほどまた詳細にはご説明しますけれども、

８月から新制度の開札がスタートしている段階ですので、そういったものと１年間のを比

べるのというのは、もうちょっと数がそろってこないと、全体としては比較できないとい

うのはおっしゃるとおりかなと思います。

今ご示唆いただいたとおり、場合によって個別にやる部分とかも、おっしゃるとおりか

なと思いますので、ご意見をいただきながら丁寧に進めていければと思いますので、引き

続きご助言をいただければと思います。よろしくお願いいたします。

【五十嵐部長】  それから、もう一つ、今日、これから私どもなりに分析というのか、

私どもの見方としての切り口で、今回資料をまとめてさせていただいております。今日、

お話をさせていただいた後、委員の先生からは、こういった切り口でさらに分析が必要と

いったようなご意見もおありではないかなと思っておりますので、ほかの切り口、こうい

う切り口での資料のまとめ方をしてもらいたいみたいな、そういったご意見についても、

今日はぜひ承った上で、次回の資料の作成の参考にさせていただければと思っております

ので、そういう視点でもぜひご指導、ご助言いただければありがたいと思っておりますの

で、よろしくお願いいたします。

【楠部会長】  仲田委員、お願いします。

【仲田委員】 その切り口という点で、今、全体に関して、私、申し上げておきたいな

と思っているのは、５つの視点のうちの２番の落札率への影響です。落札率が低かった、

高かったということの結果、要は都民の税金をいかにうまく使ってきたか、効率的、合理

的に使っているかというのが、わからなければいかんと思うのです。

ワイズスペンディングなんていう言葉がありますけれども、うまく効率的に使っている

かどうかを定量的にわかるような分析が必要かなと、私は思っています。
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とりわけ、例えば後で個別にお話をいただくのでしょうけれども、不調の率が非常に高

くなっていると。だけれども、その結果として、そういうマイナス面があるけれども、同

時にプラス面があるのだろうと。例えば入札率が下がるとか、そういうプラス・マイナス

の両方で分析することによって、制度がうまく運用できているのかどうかがわかると思う

のです。そういう点について、今後、具体的な検証の中で検討していきたいと思っており

ます。以上です。

【楠部会長】  ありがとうございます。

【吉川課長】  ご意見ありがとうございます。ワイズスペンディングや不調率が高くな

っているというお話は、後ほどまたご説明させていただきたいと思います。

工事契約につきまして、なかなか難しいなと思っている部分は、これから検証を進めて

いくお話ではあるのですけれども、先ほど小澤先生がおっしゃったとおり、工事の案件１

つとっても、同じ工事というのはなかなかない部分もあります。前提が違う中で落札率が

下がったことというのが、もちろん原則としては最小の経費で最大の効果をというのが、

地方自治体の経営の基本だとは考えておりますが、そこがどのような形で言えるのかとい

うのは、今後の検証課題としても考えていきたいと思っておりますので、よろしくお願い

いたします。

【五十嵐部長】  あと、仲田先生がおっしゃるとおり、定量的な分析というご意見、ご

もっともだと思います。私どもの力でどこまでそれがつくれるかというのは、またちょっ

と別の話ではありますが、今いただいたご意見につきまして、今後の資料の作成に当たっ

て、配慮しながら資料の作成をしていきたいと思っております。

【楠部会長】  ほかにいかがでしょうか。

【原澤委員】  進め方については、私のほうからは特にございません。

【楠部会長】  では、私から一言申し上げます。先ほど、両先生からのご指摘とかぶる

ところがありますけれども、あるデータが出てきたときに、何でこういうデータが出たの

かということについての因果関係というか、原因ということにつては、おそらくそこの部

分が明らかにならないと、今後の進め方にもつながらないだろうと。例えば１者入札をも

う一回やり直すという話でも、それが需給バランスの結果、１者になっているのか、何ら

かの形で入札参加資格が狭過ぎたがゆえにそうなったのか、いろいろな理由があると思う

のです。

なので、そういった意味では、１者の部分だけではなくて、例えば先ほどの話に出まし
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たけれども、不調の数とか、そういったものを見ながら、何でこうなったのかという議論

を進めていかないと、データだけ見て、高くなった、低くなったということだけでは、あ

まり議論が進まないと思うのです。仮に落札率が高くなったとしても、じゃ、それは悲観

する話なのかというと、原因がまた分析が変われば、それは納得いく話かもしれない。

そういうことで、どれだけきめの細かいことができるのかということがポイントになる

のでしょうけれども、先ほどの話がありましたように、なかなか比較というものの難しさ

というのもあって、この辺は課題になるのですけれども。これは、どの自治体でも、どの

発注者でも、同じような悩みを抱えながらデータと向き合っていると思うので、これも試

行錯誤の１つのプロセスなのかなとは思います。

それから、やはり単純な比較というのはやめるべきだというのは、個人的には思ってい

ます。例えば落札率が上がった、下がったという議論をするときに、今回いろいろ報道は

ありましたけれども、予定価格を見直すと、もし仮にそういうことをしてしまうと、予定

価格を１.４倍にして、落札率が９０％になりましたと。それはどういうことなのだという

ことですね。単に落札率が９０％になったところだけ見れば、安くなったように見えるけ

れども、実際には予定価格は上がっているので、その評価をしなければいけない。

なので、そういうふうな予定価格が変わったとか、何か事情の変更があったもの、それ

をはっきりと言えるものであれば、それは留意事項としてきちんと明らかにしていかない

と、今回のような不調が多いような、特に１者入札をもう一回やり直すという実務になっ

ていますので、そういったところではいろいろな変更があると思うのです。そういった変

更の部分もきちんと踏まえないと、データだけがひとり歩きして、本来実態とは違う評価

につながってしまうという危険があるとは思うので、その辺も注意しながら見ていかない

といけないなと思っています。

【吉川課長】  ご意見、ありがとうございます。先生方がおっしゃられているとおり、

客観的なデータをどれだけきめ細かくやっていけるのかというのは、私たちもどこまでで

きるのかというのは、これからの部分がありますが、可能な限りしっかりやっていきたい

と思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。

【楠部会長】  ほかに特にご意見はございませんか。

それでは、今審議されたことを踏まえて、検証の進め方について、事務局で見直しをし

ていただいて、検証を行っていくということにしたいと思います。よろしいですか。

（異議等なし）
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【楠部会長】  それでは、事務局の方、お願いいたします。

【吉川課長】  よろしければ、引き続いて、試行の状況についてご説明のほうに移らせ

ていただければと思います。

まず、資料を使って順次ご説明させていただきたいと思います。まず、私から、予定価

格の事後公表についてご説明をさせていただきたいと思います。資料、お戻りいただいて

恐縮なのですが、１ページをご覧いただけますでしょうか。１ページは１０月３１日時点

と左肩のほうにありますが、１０月末時点での試行を行っている対象の件数の全体像を示

したものとなっております。

先生方には既にご案内のことかと思いますが、今回の改革、６月２６日の公表案件から

試行を開始しておりますが、対象となる契約というのが工事請負契約で、競争入札により

契約の相手方を決めているもののうち、比較的規模の大きい財務局契約を対象にまず６月

２６日の公表分から試行を実施しております。

先ほど楠先生の挨拶の中でも触れていただいたとおり、１０月３０日から各局の契約案

件についても、予定価格の事後公表について全局展開をしております。１０月３１日時点

ということですので、本日のご報告は、財務局契約案件についての試行の状況を中心にご

説明いたします。この資料で申し上げたいポイントは２つあります。

１つが、どれぐらいの件数が今進んでいるのかということでございます。表の上の欄を

ご覧いただければと思うのですが、公表済、希望締切済、開札済、それぞれ何件という記

載があるかと思います。入札の契約の手続なのですが、私ども東京都のほうで案件の公表

をまずさせていただきます。システムに公表された情報を見て、事業者さんの方々が希望

で手を挙げていただくと。希望を締め切るという手続までが大体一、二週間程度かかると。

その後に、この表上記載がないのですが、手を挙げていただいた業者さんの希望状況を

踏まえて、業者さんの指名等の手続ですとか、その指名された業者さんの見積もり等の期

間を経て、開札、契約までに至るまで大体１カ月程度時間が必要と。この公表済、希望締

切済、開札済まで、一定程度タイムラグがあるという中で、それぞれの件数がどの程度今

出ているのかという状況を申し上げたいのですが、１０月末時点で財務局契約で、試行の

対象案件で公表済みが２９０件ほどございます。同じように、希望を締め切った段階に達

しているものが２５７件、開札まで行って、落札もしくは不調になっている案件が合計で

１６３件ほどあるということでございます。

参考までに、２８年度に財務局の契約案件として開札まで至っておりますのが６１７件
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ほどありますので、それと比較すると、今３割弱という状況でございます。そういう状況

でもございますので、今後、個々の中身は順次ご説明申し上げますが、ものによってまだ

サンプル数が少ないものもあるかと思います。今後、案件を積み重ねる中で、必要なデー

タをご提供していきたいと思っておりますが、まずは本日、今後の検証していくに当たっ

てのベースとなる資料ということでご理解いただければと思います。

もう一点申し上げたいのが、表の左側の縦の部分です。予定価格の事後公表から、一番

下、低入札価格調査制度の拡大まで書いてありますが、それぞれ数字が内訳、例えば予定

価格の事後公表ですと、事前公表、事後公表の内訳の数字が書いてあるわけです。それぞ

れの取り組みごとに、例えば予定価格、幾ら以上だとこの制度の対象になる、幾ら以下だ

と、この対象になるとかいう区分けがございます。それぞれのカテゴリーごとの件数とい

うのも、これで示しております。

対象となる案件については、個々の取り組みごとの説明の中で触れさせていただきたい

と思いますので、ここでは規模感だけのご説明で先に進めさせていただきます。よろしけ

れば、資料のほう、５ページにお進みいただけますでしょうか。

先ほど私のほうで、予定価格の事後公表の説明と申し上げたのですが、その前に、大変

恐縮なのですが、基本的な指標の動きがこれまでどうだったのかという点についても、ご

説明したいと思います。まず５ページでございますが、東京都と国、国土交通省の関東地

方整備局のほうでデータがいろいろ公表されておりますので、それとの比較で経年の変化

をあらわしたものでございます。

東京都におきましては、平成２０年、厳密に言うと平成１４年度以降、予定価格の事前

公表で来ておりましたが、試行を始めた以降、事後公表としております。国のほうは、ず

っと事後公表で来ているわけなのですけれども、ここで申し上げたいのは、おおむね予定

価格の事前公表、事後公表でも、トレンドとしては、例えば２０年、２１年度ぐらいは比

較的低くて、２５、２６あたりは上がってくるといったような、同じようなトレンドを経

ていて、数字についてもそれほど大きな差はないように推移しているのかなというのが、

ここで申し上げたいことになります。

よろしければ、１枚おめくりいただきまして、６ページをご覧いただければと思います。

不調発生率についてでございます。先ほど仲田先生からお話しいただいたとおり、新制度、

試行をしている段階で不調率というのが、今、昨年度に比べて上がっているという傾向が

見てとれる状況になっております。
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ここで申し上げたいのは、試行の要因別の内訳みたいなお話は後ほど資料の中で触れま

すので、それは後に送らせていただきたいと思うのですが、国のほう、関東地方整備局の

ほうは事後公表で行っています。事後公表だから上がるとまで、この資料をもってそこま

では申し上げることはなかなかできないのかなと思うのですが、都のほうで今１９.０％と

いうのが１０月末時点での不調発生率ということで、国のほうでも、２８年度ですと１８.

７％ぐらいで来ているというのが、この資料上、見てとれるのかなというのが１点。

事前公表と事後公表ですと、落札率はそれほど差はなかったようなところはあるのです

が、不調発生率というのはちょっと差が出ているのかなというのが、過去の経年変化でも

見てとれるのかなと考えているところでございます。

先に進めさせていただきまして、７ページをご覧いただけますでしょうか。ここで申し

上げたいのは、大きく４つの指標をここで取り上げて、昨年度との比較をさせていただい

ております。４つの指標と申し上げましたのは、表の一番上に書いてあるのですが、平均

の落札率、不調発生率、平均希望者数、平均応札者数でございます。

それぞれの傾向なのですが、今回試行でやっておりますのが財務局契約分ということで

すので、２８年度、東京都で契約した分のうち、財務局の分を抜き出した数字がＨ２８と

書いてある欄の右側に記載しております。全体で見ますと、落札率については、２８年度

は９３.２％だったのが、２９年度については９４.０％ということで、横ばい、もしくは

微増の状況かなと考えております。

不調発生率につきましては、財務局契約分においても９.９だったのが１９.０というこ

とで、ここは増えているというのが言えるのかなと。平均の希望者数につきましては、昨

年度、財務局契約分については、平均で１件当たり５.４者希望があったのが、今５.８者

となっておりますので、ここも横ばいか、やや微増かなと考えております。

最後に、平均の応札者数につきましては、実際に開札した段階になって、金額を書いた

札を入れた方という趣旨での応札者ですが、こちらについては、昨年度１件当たり平均３.

９者だったのが４.８者ということで、ここは増えているのかなと考えております。

よろしければ先に進めさせていただきまして、８ページでございます。ここで申し上げ

たいのが、先ほどは、２８年度、１ヶ年度の分と比較してという差を申し上げたのですが、

先ほどの質疑のやりとりの中でもありましたとおり、年度の中でも時期によって数字の出

方にもずれがあるのではないかという問題意識のもと、幾つか表を書かせていただいてい

るのですが、中段に平成２８年度の８月から１０月に開札した分、財務局契約の分になり
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ますが、そこの数値を参考までに書かせていただいております。

比べていただきたいのは、先ほどと同じように平均落札率以下です。こちらは、昨年度

は８月から１０月は、平均落札率は９３.６だったのが、今は９４.０、ここは横ばいか、

やや微増ぐらい。不調の発生率については１１.８だったのが、１９.０ということで、こ

こも増えていると。右に行きまして、平均の希望者数については、ここも５.５から５.８

ということですので、横ばいか、やや微増なのかなと。

最後に、平均の応札者数ですが、３.７から４.８ということで、ここも増えているとい

うのは、年度全体と比較しても、結果的になのかもしれないのですが、同じような傾向が、

今のところ見てとれるのかなというところでございます。

続いて、先に進めさせていただきまして、９ページでございます。ここでは、財務局契

約案件のうちに、後ほどＪＶ結成義務の見直しについて説明がありますので、詳細はそち

らに送りたいと思いますが、そこでのお話で、ＪＶの結成を義務づけてきた工事と、そう

いったものを義務づけていなくて、単体企業のみが参加できるとしていた工事で、主にこ

の表の中段、平均希望者数ですとか、１者入札の割合というのが結構下がったというのが

ありまして、そういったものがどう変化してきたのかというのをあらわしております。

全体的に、後ほどまたご説明いたしますが、ＪＶの工事というのは、単体の工事と比べ

て、希望者数ですとか、応札者数が少なかったのが、混合入札に変えた部分が多いわけで

すが、かなり単体と混合入札、それほど変わらない数字になってきているというのが、こ

こで見てとれるかと思っております。

よろしければ、先に進んでいただいて１０ページでございます。済みません、ここから

が予定価格の事後公表に入るということでございます。１０ページ、お開きいただいて恐

縮なのですが、済みません、まず制度の概要について、ご案内の方も多いかと思いますが、

改めてご説明したいという趣旨で、３４ページまで飛んでいただけますでしょうか。

３４ページは、参考資料といたしまして、先ほど来、申し上げている予定価格の事後公

表以下の４つの柱の取り組みの概要を、ご参考までに記載しております。まず申し上げた

いのは、予定価格の事後公表の改革の取り組みの内容なのですが、ここは単純と申します

か、その名のとおりで、従前は、予定価格というのは、案件の公表時に事前公表していた

のですが、こちらを入札が終わった後の事後に公表するように改めましたというのが、こ

ちらの予定価格の事後公表の変更の内容でございます。

その改革を行った理由なのですが、予定価格は事前公表を行った場合、そういう場合は
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当然想定されるということになってしまうのかもしれないのですが、予定価格付近の応札

が、あらかじめ予定価格が示されておりますので、予定価格付近での応札が可能となり、

応札者が１者のみだった場合には、競争性や公正性に疑念を持たれるおそれがあるのでは

ないかという問題意識のもと、適正な競争によって契約が締結されたということを見える

形にしたいということで、事後公表の取り組みをさせていただいているものでございます。

対象といたしましては、財務局契約案件というのは、左の枠囲みの中にあるとおり、予

定価格が、建築ですと３.５億円以上の工事、土木ですと２.５億円以上、設備ですと０.

４億円以上のものについて、６月２６日から原則、事後公表にしております。しかし、そ

れ以外の価格帯についても、米印でも書いてあるとおり、１０月３０日以降、知事部局の

各局でやっている全ての競争入札案件のほうに対象を拡大しております。

対象外のものも一部あるのですが、中止ですとか不調を繰り返している案件につきまし

ては、３回目以降、事前公表というのにも切りかえるというのは、制度上見込んでいたも

のということでございます。

このページのご説明でもう一点だけ、最後、関連事項と書いてある部分だけご紹介した

いのですが、予定価格、事前に示されていたものが事後公表ということになりましたので、

関連事項の１つ目と、上から３つ目のぽつにありますように、事業者さんの方々に予定価

格にかわる入札参加の判断材料といたしまして、あらかじめ年間発注予定ですとか、案件

公表時におおむねの価格帯というのを示すようなものをこの関連の取り組みとして実施し

ております。それとともに、上から３つ目のぽつですが、発注図書についても、従前より

も提示開始時期の前倒しですとか、見積もり期間を従前より長くとるといった、積算をし

やすくするための工夫もあわせてさせていただいております。

また、関連事項の上から２つ目、後ほどの説明で触れますので、ちょっとあわせてご説

明なのですが、従前は事前公表でやっておりますので、応札していただいた場合に予定価

格を上回る札が入るというのは、制度上想定していないわけなのですが、事後公表になり

ますと、応札された方全者が予定価格を超過するといったことも想定されます。そういっ

た場合に、国等でも行っているのですが、再度入札を原則２回まで行うという運用もあわ

せて、現在実施しているところでございます。

また、今までは事前公表でしたので、予定価格、幾らなのですかという業者さんが探っ

てくるような行為というのは、当然事前に公表しているのでないのですが、事後公表とな

りますので、情報管理の厳格化ですとか、探り行為等があった場合のペナルティーの強化
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もあわせて実施させていただいているところでございます。

説明が長くなりまして、大変恐縮ですが、１０ページにお戻りいただけますでしょうか。

予定価格の事後公表についてのデータについてのご説明でございます。まず、落札率９９％

の案件の件数の割合でございますが、２８年度、２９年度、比較していただきますと、１

者９９％の割合というのは、今のところ少なくなってきているというのが、データ上、見

てとれるのかなと思います。

続いて１１ページをご覧いただければと思います。落札率の分布です。先ほどは平均の

数だけで９３.２と９４.０と申し上げたのですが、こちらのほう、分布で見ます、２８年

度は実線になりますが、予定価格付近と最低制限価格付近だと思われる９０％前後に高く

集中していたのですが、そこが山が崩れてきているというのがデータ上も見てとれると考

えております。

続いて、１２ページにお進みください。こちらは、開札、１６３件を行っているのです

が、これについて計１,１７４者の方が参加をいただいており、それぞれの応札行動の分布

状況をお示ししたものでございます。答えはこの表に記載のとおりなのですが、従前はな

かった予定価格を超過しているような札入れをなされている者が、新制度になりまして発

生している状況というのが見てとれるかと思います。

同じように、それをグラフ化、予定価格に対する応札金額の比率をあらわしたのが１３

ページになります。こちらのほうも、見ていただくと１００というのが予定価格と同じ金

額ということになるのですが、１００を超えるような金額の応札というのも、事後公表に

なりまして、かなりなされているというのが資料を見てもおわかりいただけるかと思いま

す。

お進みいただきまして、１４ページになります。１４ページは、建築と、土木と、設備

の業種ごとのばらつきをあらわしたものでございます。比較的設備の業種というのが１０

０％を超える部分でも、ぴょこぴょこと高く出ている部分があるのがおわかりいただける

かと思います。

先に進ませていただきまして、１５ページでございます。先ほどのご説明の中でも触れ

させていただきました、１回目で決まらなかった場合に再度入札というのを行っておりま

す。１６３件、開札を行いまして、不調があったのが３１件ですので、その差分の１３２

件が落札があったということでございます。１度目の落札で決まったのか、２度目なのか、

３回目なのかという分布状況を、上のほうの表でお示ししております。下のほうでは、再
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度入札に当たって、入札者の参加行動、１回目応札していただいた方が、２回目は辞退だ

った割合がどれくらいですとか、応札した割合がどれぐらいだったのかというのをお示し

しております。

さらにおめくりいただきまして、私のご説明、最後になりますが、先ほど不調が増えて

いるというようなお話もあったところですが、不調の発生についての要因別、あるいは業

種別の内訳でございます。ここで申し上げたいのは２点でございます。３１件ほど不調が

発生しているところでございますが、これまでのところ、不調が発生しているのは土木と

設備の業種について発生しているというのが申し上げたい部分の１点目。

もう一点が、不調の原因を書いているのが、不調発生率の右側以降の欄になります。３

１件のうち１５件が応札者、全者が予定価格超過で不調になっているという部分でござい

ますので、ここについては昨年度までの制度ではなかった部分かなと考えております。見

方としては、昨年度はこれはみんな辞退に入っていたという見方もできるかと思いますが、

事後公表の影響なども、不調が増えている部分の要因としてもあるのかなと考えておりま

すので、ここは引き続き検証を考えていきたいなと考えている部分でございます。

１７、１８ページについては、不調、３１件発生している個々の案件ごとの状況につい

て細かく記載している資料でございますが、細かい部分もありますので、説明は割愛させ

ていただきます。

大変長くなりましたが、私からの説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。ただいま資料でいうと、ⅠとⅡについ

てお話がありました。

ただいまの説明について質問やご意見のある方、お願いいたします。

原澤委員、お願いします。

【原澤委員】  この開札１６３件についてお伺いしたいのですけれど、１つの発注で３

回まで入札ができますが、１６３件というのは、それを全部延べで数えているということ

でよろしいでしょうか。１回目の発注の３回目の入札が終わって、そこで不調だと、２回

目の発注、それでもだめだと３回目の発注になりますが、２回目の発注でも１回目の入札、

２回目の入札、３回目の入札であるので、同じ案件、１つの工事でも、１回目の発注で３

回、２回目の発注で３回というふうに、どんどん開札の数は増えていくことになります。

そういうのを全部加算していったのが１６３という理解でよろしいでしょうか。

【吉川課長】  今ご質問いただいた件につきましては、先ほどの説明で触れさせていた
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だいた再度入札というのがあったかと思うのですが、応札者が予定価格を超えていた場合

の再度の入札については、案件の再公表とかを行わずに、その日のうちに１時間とか、時

間を置いて再度行うというものでございます。ですので、こちらについては１回で決着し

ようが、３回で決着しようが、１件というカウントをしております。

不調とかがあって時間を置いて再度発注したもの、改めて公表を行ったものについては

また別カウントで拾っていると。１者中止をかけたものについても、同じように別カウン

トで拾っているということでございます。拾い方についてのご説明は以上でございます。

【原澤委員】  先ほどⅡの５で開札済１６３件ということになっていて、１度目での落

札が１１１件、２度目が１７、３度目が４、不調が３１で、これを足すと１６３というこ

となので、１６３は１度目と２度目を別にカウントしているように見えるのですけれども、

それはどういう関係になっているのでしょうか。

【吉川課長】  例えば、この１５ページの５の表の、３度目で落札と書いてあるのが４

件ほどあるかと思います。こちらは、再度入札を２回ほどやって、３回目の入札で決定し

たものを１件としてカウントとしておりますので、その前にあった２回分は、こちらの計

上上は、その前の例えば１７件のうちでカウントとかいうのは特にしていないという形で、

重複はないのかなと考えております。

【原澤委員】  承知しました。ありがとうございます。

【仲田委員】  済みません、よろしいでしょうか。何点かあるのですけれども、まず、

前後してしまいますけれども、１１ページの平均落札率が９３.２と９４ということで、ほ

とんど差がない。しかし、山が崩れているということでは理解するのですけれども、あく

までもこれは件数、金額での平均ではないのですね。どんなに大きな金額であろうと、９

５は９５、要するに加重平均していないという平均だと思うのですけれども。

これを、金額ベースに直すと、どういう変化があるのか、これを知りたいと思うのです。

これでは、要は予定価格を事後公表しても、基本的には変わりませんという結論を出して

しまって、これではよくないのかなと思うのです。やっぱり金額でカウントすべきだと、

私は思います。

それから、もう一つは、事後公表によって、不調発生率が非常に高くなっているという

ことに対して、国と比較したりして、これ自身よくわかりますけれども。ただ、この比較

の仕方が、東京都庁の場合は２８年度までは全局であるし、２９年度はあくまでも財務局

の件でやっているので、比較するものがちょっと違うので、これは５ページも６ページも
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そうなのですけれども、もうちょっと時間を見た上で、対象を同じにした上で比較すべき

ではないのかなと、１つ思います。

それから、それでも不調発生率が高くなるということは、その不調に対する対策をとる

ために行政コストがかかると思うのです。これについてご心配されることが非常に多いと

思うのだけれども、私はその結果、行政コストをかけても、例えば落札率が低くなること

によって、あるいは、その他の要因によって行政コストのかかる分を打ち消してあり余り

メリットを東京都が得られるということがあるのではないかと思うのです。

私、民間企業での経験で言うと、人を増やしても、合理的、あるいは効率的な購買がで

きる。結果として、多大な利益を得られるという経験を持っていますので、言うのですけ

れども、一方的に行政コストがかかるというだけではなくて、その結果どういったメリッ

トがあるのかを明らかにしなければいかんし、そのためにこそ、先ほど言った落札率がほ

とんど変わらないという件数で比較するのではなくて、金額で比較するべきかなと思って

おります。

以上です。

【楠部会長】  ありがとうございます。

では、吉川さん、お願いします。

【吉川課長】  まず、加重平均の数字については拾うことは可能だと思いますので、ち

ょっと次回以降の宿題にさせていただければと思います。ただ、落札率については、おっ

しゃるとおり、今これは単純平均で、件数ごとの平均でやっております。他自治体で出し

ているケースでは単純平均が多いのかなと考えておりますが、ご指摘の点を踏まえて、次

回出せるように準備したいと思います。

不調率について、今５ページ、６ページの表は、東京都の数字は全局分の数字で、２９

年度は財務局契約分の数字というのはおっしゃるとおりかなと思いますが、２８年度は確

かに全局同じ制度でやっていたと。２９年度は、今のところ、全ての改革のメニューをや

っているのは財務局契約のものだけが影響を受けているという状況ですので、どういう比

較がいいのかというのはいろいろ検討すべき点はあるのかなと思います。

参考までに、７ページで比較している２８年度の財務局分の数字と、新制度、財務局契

約の数字というのは、比較の平仄は時期とかが１年間のものと短期のものというずれはあ

るかと思いますが、そこは平仄は合ってくるのかなと考えております。

あと、不調につきましては、ご意見として承りたいと思います。不調があった場合に、
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確かに再度発注するに当たって、再発注には事務的なコストがかかっているという側面も

あるかなと思いますので、そことの比較考慮の話にはなるのかなという点は、ご指摘のと

おりかなと考えております。

事務局からは以上でございます。

【楠部会長】  原澤委員、お願いします。

【原澤委員】  落札率の分布、表の数字の出し方で追加のお願いなのですけれども、１

回目の発注、２回目の発注をあわせて、多分１つの数字として９４となっているのではな

いかと思うのですが、この９４をさらに、１回目の発注でまとまったものは何％なのか、

２回目の発注でまとまったものは何％なのかという数字もいただければと思います。

というのは、例えば１回目の発注のときには８５％でした、２回目の発注のときは９９％

でした、みたいに、特に落札率が１回目の発注だけ違うということになると、今は１回目

と２回目が事後公表で、３回目が事前公表ということになっていますが、もしかしたら、

２回目では事前公表にしてしまい、２回で落札できるようにしたほうがいいということに

なるかもしれないので、１回目の発注の落札率、２回目の発注の落札率というものがわか

ればと思っております。

それと、１点、質問なのですけれども、Ⅱの５では再度入札を実施したものが３８件と

いう記載になっています。そのうち、２度目の入札で落札したものが１７件、３度目の入

札で落札したものが４件、すなわち、再度入札したことによって、無事落札に至ったもの

が２１件ということだと思いますので、１７件は再度入札してもだめだったということだ

と思います。

一方、不調は３１件ということなので、３１から、先ほどの再度入札しても落札に至ら

なかった１７件を引いた１４件は、１度は開札をしたものの、再度入札もしないで不調に

なったものということになると思うのです。

そして、再度入札しないで不調になったということがどういうことなのかというと、お

そらく全員が最低制限価格を割ってしまったものということになると思うのですが、Ⅱの

７の１を見ると、応札者全員が最低価格を割ったのが９件ということになるので、希望者

が辞退して入札に至らなかったのを３件としても、先ほどの１４件に至りません。そこで、

１度は開札をしたけれども、再度入札に至らなくて落札をしなかった件というのが、最低

制限価格割れ以外にも何かあるのか。もしかしたら、私の理解が間違っているかもしれな

いので、その辺は、今数字をぽんぽん申し上げたのであれかもしれないのですけれども、
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わかったら教えていただきたいなと思っております。

【吉川課長】  今、ご質問、２点、大きくいただいたかと思います。１点が、１回目公

表、２回目公表。趣旨としては、例えば１者入札で中止したとか不調があった場合に、再

発注したときの平均の落札率みたいなものを分けて出せないかというご趣旨かなと理解し

たところではあります。新制度になって、１者入札があって、また再度公表して落札まで

至っている案件というのが、まだ正直始めたばかりの部分がありますので、それほど案件

が積み重なっていない部分もあります。今後、積み重なっていく中で、そういった数字が

出せないか、試みていきたいと考えておりますというのが、お答えの１点。

もう一点のお話でございますが、おっしゃるとおり３８件、再度入札を実施して、内訳

を見ていくと、２度目で落札、３度目で落札というのが、５の上の表で１７と４というの

がありますので、２１件は、まずそれで説明できるというのがお話のとおりです。

不調になったのが３８引く２１で、１７件あると。その内訳なのですけれども、１７ペ

ージ、１８ページに不調の３１件の一個一個の内訳が書いてあります。先生がおっしゃら

れた、１回目で不調になってしまったものがどれくらいあるかという部分につきましては、

大変細かい表で大変恐縮ですが、１７ページの表でいきますと、例えば項番の３番等につ

いては、右側のほうに落札回数という欄があるかと思います。

１７ページの表の開札状況１回目という細かいもののすぐ左に、開札回数３回とか、１

回とか書いてある欄があるかと思うのですが、ここの１というのが、先ほどのお尋ねに該

当する部分かなと考えております。例えばこの３番の東京消防庁臨港消防署庁舎の電気設

備工事については、アンダーというのが最低制限とか、低入札価格調査の、要は低い札が

入ったという意味でのアンダーで、落ちたのが４件と、オーバーというのが予定価格超過

で入ったということになるかと思うのです。

おそらくこれ、オーバーになったのが２回目、全部辞退したということで、１回で終わ

っているということではないかなと思うのですが、ちょっと１回目のところでこういった

数字は一緒にしているのですが、個々の状況については、また別途ご説明、準備したいと

思いますので、また今後ともよろしくお願いします。

【原澤委員】  ありがとうございます。

済みません、もう一点、追加なのですけれども、先ほど１回目の発注と２回目の発注の

それぞれの落札率を出してほしいと申し上げたのですが、そのときに予定価格の変更など

をしたかということも、あわせて。数字だけ見ても、先ほど楠部会長もおっしゃったよう
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に、予定価格自体が動いていたら意味がないので、予定価格の変更が、１回目の発注と２

回目の発注の間にあったかということも、あわせて教えていただければなと思います。よ

ろしくお願いいたします。

【楠部会長】  小澤先生、お願いいたします。

【小澤委員】  予定価格の事前公表から事後公表に変えて、応札行動にどういう変化が

あるかということを想像すると、発注者が設定した予定価格がわからなくなるので、応札

する価格の分布が事前公表のときに比べると広くなるというのが、１４ページのところに

出ています。

２８年度のときの応札分布と比較をすると、過去は予定価格を超える札が入らなかった

のが、今年度は事後公表になったので、上も、おそらく下のほうの広がりも、広くなった

と。また、結果として、マクロに見たときに、平均的には落札率がどれぐらいになったの

かというのを比較したのが、１１ページのところです。今年度、若干高くなっていますが、

マクロに見たときの平均値はそれほど変わらなかったというのが、今の時点でわかること

かなと思います。

もう少し細かく見たときに、どういうことがわかるのかということですけれども、工種

で分けていただいています。建築、土木Ａ、土木Ｂ、設備と見たときに、建築、土木Ｂと

土木Ａ、設備では、少し変化の仕方に違いがあるように見えると。特に土木Ａと設備につ

いては、不調の率も上がっているように見えるということなのですが、ここでお聞きした

いのは、土木Ａ、設備が不調の率が上がっている原因がどんなところにあると考えられる

か。

これは、事後公表と直接関係あるかどうかというのは、これだけではよくわからない話

です。そもそも今回発注した案件がそういう特徴があったのか、あるいは、それぞれのマ

ーケットに何か特殊な要因があったのが、そこはこの数字だけからわからないところなの

ですが、もし現場で実際に発注されている方のご意見で、原因について何かわかることが

あれば教えていただきたいと。

それから、最終的に不調になって、再度入札をしても契約できなかったという案件が、

その後、どういうふうに取り扱われているのか。契約はできなかったと言って、そこで事

業をやめてしまうということにならないと思うのですけれども、その後、もしわかればで

結構ですが、どういうふうに取り扱われているのかというところを教えていただければと

思います。
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【吉川課長】  まず、設備が特に不調が多いかなと考えております。土木のほうは、設

備とちょっと違う部分があるのかなと思うのですが、設備について言いますと、積算に当

たって、積算基準だけではなくて、見積もりによる部分の割合が比較的高い案件が多いの

かなと一般的に思っている部分でございますので、そこの見積もりの部分の捉え方のずれ

が、発注者側と受注者側であったりした部分でずれが生じていると。

過去は、予定価格はある程度見えていた部分があるので、答え合わせが事前にできた部

分ができなくなっているという側面も、一方ではあるのかなと。ただ、これだけで全てが

語れるかというと、おっしゃるとおり、もう少し分析が必要なのかなと考えております。

あわせて２点目のご質問でございますが、再度入札、計３回やってもずれがあって、応

札に至らなかった場合ですが、その要因、予定価格とどれぐらいずれているのかというの

によって、ケース・バイ・ケースかとは思いますが、ここについても見えなくなっている

予定価格についての認識のずれが、やはり発注者側と受注者側であって、それが要因と考

えられます。ですので、ケースによってにはなりますが、一般的には要因を分析した上で、

見直せるところは見直した上で、再発注を行っていくという形になると考えております。

【五十嵐部長】  もう一つだけ。１７、１８ページに不調の内訳が書いてあります。特

に土木系などでいくと、河川工事が不調が多いです。これは、事後公表になって予定価格

オーバーで不調になったというよりは、事前公表のころから非常に不調の多い工種です。

河川工事は、河川系の工事をやる業者さんの数が限られているということと、それから、

東京都の河川、いろいろな河川があるのですが、特に東京の西側のほうの石神井川ですと

か、中小河川、住宅地が河川の近くまで張りついてしまっているようなところで、もとも

と工事するに当たって周辺住民へ非常に気を使ったり云々ということもあって、なかなか

価格の問題だけではなく、そういった施工環境みたいなもので敬遠されがちな工事と、私

どもは認識はしております。

予定価格があっても、そういった施工環境が悪いところでやるからには、予定価格を上

げて警備員をいっぱいつけるだとか、そういったような工夫をやって、予定価格を上げる

ことによって落札に持っていくということも、もちろんあるかもしれません。いろいろな

対策の方法はあるのだろうとは思いますが、基本的に今回、土木のところの予定価格超過

のところが大きく目立っている部分の幾つかには、河川工事が大きくかかわっていて、そ

れは事前公表であろうと、事後公表であろうと、もともと１者入札が多くて不調も多かっ

たというような事情があります。
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これは、まだ統計的にきちんとお出ししているわけではないので、私が現場の実務担当

者としてこれまで経験してきた、眺めてきた点でいつも思っていることを申し上げただけ

で、ちょっと根拠が薄弱なので、これは今先生からもご質問がありますので、少し詳しく

分析してまいりたいと思います。

設備のほうは、今課長のほうからも申し上げたように、特徴的なのは、予定価格超過と

最低制限価格を割っているものが両極端に分かれているということで、これは明らかに予

定価格が事前から事後に変わったことで、業者さんの見積もりと私どもの見積もりが離れ

ているというようなところもあります。これも原因は分析しなければいけないとは思って

いますが、予定価格をつくる際に当たって、発注図書などでどれだけ、どういったものが

必要としているのかをきちんと伝える努力をもう少ししていかなければいけないというこ

とも、もちろんあるとは思いますし。そのあたりについては、設備系は、見積もり部分が

多くて、極端に分かれてしまっているのが、この６カ月の試行の状況かなとは思っており

ます。

これも、あまりしっかりとした根拠ではなくて、実態の実務の中で感じていることとい

うことで、これはもう少し、私どもとしても件数が積み上がってきたところで分析はしっ

かりしていきたいと思っております。

【小澤委員】  よろしくお願いします。

【楠部会長】  それでは、私から２点あります。資料でいうと１１ページになりますが、

今回の事前公表、事後公表の変化の中で、ほぼ確実に言えるだろう効果としては、１１ペ

ージの資料にありますように、いわゆる１００％ぴったり合うもの、あるいは９９.９％と

いうものが減っていると。これは制度からして当たり前の話で、事前公表から事後公表で

すので、よほどのことがない限りぴったりになることはないという意味では、確実な効果

はあらわれているとは思います。

もともとの事前公表、事後公表の変更するときの１つの目的はそういうことでありまし

たので、この点は言えるのかなと。ただ、それをどう評価されるかは別ですけれども、事

実としては言えるだろうと。

あともう一つなのですけれども、後で１者入札の話のときに出てくるわけなのですけれ

ども、時間的な要素です。事前公表、事後公表の議論をしているときに、おそらく都のほ

うでは、その中では時間的な議論というのはあまりなかったと思うのです。おそらく１者

入札の議論のときには、見直しをしないと時間的に遅れていくという議論はあったと思う
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のですが、今回いろいろ報道されているものを聞く限りでは、実際に事前公表から事後公

表になったので、予定価格が合わずに、最後まで開札まで行って全然違っていたとなると、

さすがに２度目、３度目というのは無理ですので、もう一回引き取って、予定価格を見直

すとか、中身を見直すという話になるので、その分遅れていくのではないですかと。

ということで、予定価格が事前公表であれば、一番最初の段階で合わなければ、応募者

がゼロという形で比較的早い段階で見直しができるとは思うのですが、事後公表になった

ので最後まで開札してというケースが出てきたということですね。

ある程度時間的に余裕があるものであればいいのですけれども、時間的に制約が厳しい

案件だと、事前公表、事後公表の問題というのはここまで影響があるということが、件数

自体は限られていますけれども、ある種実証された形になってしまっているということで、

事前、事後の議論の中に時間的な要素というものが入ってきたのかなと。その議論もどこ

かでしなければいけないし、喫緊の課題ですから、待てない部分もあると思うのですけれ

ども、そういった視点も入れていかないと、今度の改善のところで、またその部分が抜け

てしまうと問題なのかなと、そういう思いを持ちました。

以上です。

【仲田委員】  済みません、簡単な質問、よろしいでしょうか。７ページなのですけれ

ども、先ほど不調において、土木Ａと設備が際立っているというお話がありました。逆に

言いますと、この応札者数の変化なのですけれども、一番右にあるのを見ますと、平成２

８年度と比較すると若干増えているというお話が、先ほどありました。具体的にもうちょ

っと見ますと、建築と土木Ｂがかなり応札者が増えているということになっています。

個別で見ると、そういうことなので、この建築と土木Ｂが、これだけ応札者が増えた理

由はどういうところにあると解釈しているのでしょうか。

【五十嵐部長】  この後、またＪＶの義務の撤廃の話をさせていただこうと思っていま

すが、特に建築あたりにつきましては、価格帯が高いものが主に発注されているというの

があって、ＪＶの義務をつけていたと。今回、後ほど見ていただきますが、ＪＶの義務を

外すことで、かなり入札参加者数が増えているというデータをこの後ご紹介できると思う

のです。その分がかなり反映されたのかなと、私どもとしては思っております。

設備系などについてはそんなに増えていないようですけれども、設備系、大きな金額の

ＪＶに該当するような案件がもともと少ないということもあって、その辺のＪＶ結成義務

を排除しても、全体的な応札者数は低い金額のほうに固まっていて、高い金額の発注があ
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まりないので、そこで増えたとしても、全体としては、平均して見ると希望者数はそんな

に目に見えるような増え方はしなかった。そういうような解釈で、私どもは今感じており

ます。

【仲田委員】  はい、わかりました。ありがとうございます。

【楠部会長】  お願いします。

【吉川課長】  済みません、１点だけ訂正させていただきます。先ほど原澤先生のご質

問の中で、１回だけの入札で不調になっている案件についてのご質問をいただきました。

また改めてご説明はさせていただこうと思いますが、先ほどの例で申しました１７ページ

の上から３つ目の案件、開札件数１回で不調になっているのですが、こちら、後ほどご説

明に出てきますが、低入札調査の対象案件になりますので、低い札で入って、それで契約

できるかどうか、詳細の調査に入っていくというところで、その日のうちで再度入札とい

うのは低入札に入るとやらないというのがありますので、結果的にそれで失格になったの

で１回で終わったということで、２回目はございませんでした。大変失礼いたしました。

【原澤委員】  承知しました。ありがとうございます。

【楠部会長】  ほかによろしいでしょうか。ありがとうございます。

それでは、ほかになければ、今審議されたことを踏まえて検証データについて事務局で

見直しをしていただくということで、お願いしたいと思います。よろしいでしょうか。

（異議等なし）

【楠部会長】  ありがとうございます。それでは、お願いいたします。

次に、ＪＶの結成義務の撤廃について、説明をお願いしたいと思います。

【荒山課長】  電子調達担当課長の荒山と申します。よろしくお願いいたします。

私のほうから、ＪＶ結成義務の撤廃について、中間の報告ということでさせていただき

たいと思います。

まず資料は１９ページでございますが、先に、後ろのほうの３５ページをご覧いただけ

ればと思います。ＪＶ結成義務の撤廃ということで、今回の改革の中身、一応確認のため

に簡単にご説明させていただきます。ＪＶの結成義務の撤廃につきましては、財務局契約

案件というのは、建築３.５、土木２.５、設備０.４億円以上ということですけれども、こ

れのうちさらに高い金額のもの、建築は６.０、土木５.０、設備２.５億ということで、こ

れより上の金額帯において、これまでＪＶの結成を義務づけていたものを撤廃しまして、

ＪＶでも、単体でも、参加できる混合入札にするというのが、今回のＪＶ結成義務の撤廃
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でございます。

また、対象の業種として建築、土木、設備と書いてありますが、１番の対象外の業種と

して、解体だとか、造園、しゅんせつ、塗装等につきましては、この金額帯に入っていて

も、ここの部分は一部、ＪＶの結成義務の撤廃ということはせずに、そのままＪＶを義務

づけているという形をとっております。

それから、関連事項といたしまして、今回、ＪＶの結成義務づけを外すと、中小企業の

受注機会の確保が奪われるのではないかといったご懸念もありまして、私ども、当然そう

いったことは考慮した中で、この関連事項の中に記載しているとおり、入札参加条件の緩

和ということで、意欲と能力のある中小企業が単独でも参加できるように入札条件を緩和

するですとか、総合評価方式における加点、こういったものをあわせて導入しているとい

う制度になっております。

それでは、１９ページに戻っていただきまして、状況についてご報告申し上げます。ま

ず、混合入札のＪＶと単体別の希望の状況でございます。混合入札案件で希望が締め切ら

れたもの、１０月末で７２件ございますが、希望者がＪＶだけだった案件というものが合

計で５件、それから、希望者がＪＶと単体の両方で混在していたものというのが２８件、

希望者が単体だけだったという案件が３６件、それから、希望なしというのが３件――こ

れは１者入札の中止となる案件でございますけれども、こういった形での分布になってお

ります。

ここで申し上げたいのは、希望者がＪＶだけだった案件というのが５件と、希望者がＪ

Ｖと単体の混在したものが２８件ということで、これを合わせますと４５.８％ということ

ですので、混合入札にしまして、ＪＶでも、単体でもということで、入札に参加していた

だけるというお話を今回制度でやりましたけれども、それでも約半数はＪＶで申し込みが

あり、約半数の件数が単体だけの申し込みがあったという分布になっているという状況で

ございます。

よろしければ、次の２０ページのほうをご覧いただければと思います。ここは混合入札

の導入におけます希望者数の変化ということで、２８年度と２９年度の比較をしてござい

ます。ここは、先ほど申し上げましたＪＶの結成を義務づけることが、従来の制度では入

札参加の制約になっているという問題意識から、今回義務づけを外して、どちらでもいい

ですよという混合入札にしたわけですけれども、こういったことで希望者数がどういうふ

うに変化しているかというところを見たいということで、この資料をそうした目的で作成
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しております。

２８年度のＪＶ結成義務の段階では、希望者数の平均は２.５者、それが２９年度の混合

入札にしまして、合計では４.８者ということで、そういった意味では倍近く希望者数が増

えているというところが出ているかと思います。先ほど来ありましたが、建築、土木、設

備ということでの平均の業種別というのも出しておりますが、それぞれ増えていると見え

るかと思います。

増えている希望者数の平均ですけれども、４.８者ということですが、その右隣に内訳が

書いてありまして、ＪＶでの申し込みが０.８者、それから単体が４.０者という状況にな

ってございます。ちなみに落札率につきましては、たまたまですけれども、２８年度、２

９年度、ＪＶ、または混合入札に関しては同じ率、９４.５％ということになってございま

す。

それから、２１ページをご覧ください。ここは、混合入札の導入に伴います１者希望割

合の変化ということです。これは、先ほどの２０ページと同じように、希望者数がどうな

ったかというところに関連するところですけれども、希望者数が少なかったという案件で、

特に１者希望だった案件がどうなったかというところを示してございます。

２８年度につきましては、４８件、１者希望、３５％だったものが、２９年度、ここま

で７件で、割合としては１０.１％と。１者での希望の案件というものが３５％から１０.

１％ということで、割合としてはかなり減っているなという状況が見てとれるかと思いま

す。特に土木と設備のほうで大きく減っているという傾向になっています。

２２ページをご覧いただければと思います。混合入札の希望者のうち、中小企業の占め

る割合というところを示しています。まず混合入札に希望を出していただいた、大企業、

中小企業はこの表の右下ですけれども、延べで４０９者ございます。その内訳を示してお

りまして、混合入札での希望に関しまして、大企業と中小企業の占める割合は、単体とＪ

Ｖの合計を見てみますと、まず大企業のほうが合計４６.９％、それから中小のほうは５３.

１％ということで、大体同じぐらいの比率になっているということでございます。

２２ページ、ここまでが混合入札における希望者の状況を示している表でございます。

次の２３ページ、ここからは実際の受注の部分について示しております。この表、２３

ページの５番の上の表でございますけれども、ＪＶの混合入札、４３件の開札のうち、Ｊ

Ｖが落札した案件が１０件で２３％、それから単体が落札した案件が２５件で５８％、そ

れから、不調になったものが８件で１８.６％、こういうような比率になってございます。
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この中の括弧になっているものは内数で、受注者の中に中小企業が含まれる件数を示して

おります。

特にこの単体が落札した２５件のうち、括弧で１５となっておりますけれども、これが、

混合入札ですけれども、中小企業が単体で落札したところでございまして、それをピック

アップして下の表に示してございます。

この１５件のうち、番号を振っていなくて恐縮ですが、４番目と５番目、大井ホッケー

競技場と東京消防庁調布消防署の改築工事につきましては、右の適用欄のほうをご覧いた

だければと思いますが、従来は代表者として中小が参加できなかった価格帯ということで、

先ほどの制度のところで申し上げましたとおり、今回、混合入札にしたことにあわせまし

て、一部要件を緩和して、意欲と能力のある中小企業の方が参加できるように緩和したも

のの部分がこれに該当しています。

それにあわせて、今回、中小企業が、ここは９億円以上の案件につきましては、今まで

中小企業がＪＶの結成を義務づけていたときは、第１順位で、要するにトップとして立つ

ことはできなかったところでございます。ここを緩和して、混合入札にした中で、トップ

というか、単体で中小がとったという結果になってございます。私どもが導入したものが

効果として出てきたところだと思いましたので、ここに特別に記載させていただいており

ます。

それから、２４ページをご覧いただければと思います。ここは混合入札導入による受注

件数の変化でございます。大企業と中小企業の割合がどうなっているかというところを見

たいということで、この表をつくってございます。

２８年度につきましては、これは右肩のほうに単位を件と書いております。失礼しまし

た、これ、事業者数ということですので、「者」ということで読みかえていただければと思

います。構成員も含めての延べの事業者数でございますけれども、大企業は２８年度、３

４.７％、中小企業は６５.３％というような受注の割合でございました。これが２９年度、

大企業が４２.２％、中小が５７.８％ということで、こういった形で推移しているという

状況でございます。

次ページが、今の関係を受注金額という金額ベースで見ている表でございます。これで

見ますと、合計欄のところをご覧いただくと、大企業６５.９％から、２９年度、大企業６

５.５％、中小のほうは３４.１％から３４.５％ということで、金額ベースではほぼ同じよ

うな数値ということで推移しているというところでございます。
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ＪＶ結成義務の撤廃につきましての説明は、以上でございます。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。ただいまの説明について、質問やご意

見ある委員はお願いいたします。

原澤さん、お願いします。

【原澤委員】  資料を拝見する限りでは、今回の４つの改革のうち最も顕著な効果が出

ている分野なのかなと思っております。それも、わりといいほうに出ているのではないか

なと思っております。もともとＪＶを導入した理由が、中小企業にチャンスを与えるとい

うことであれば、若干、中小の割合が減ってはいるものの、単体で入ってきている中小企

業も多いようです。

Ⅲの６で中小企業の割合は若干減っているようではありますけれども、１者でやってい

る会社もありますので、ＪＶを撤廃したことによって、必ずしも、中小企業の参加の機会

がなくなったことにはなっていないのではと思います。１者希望割合も減っているので、

１者入札の禁止の導入で工期が遅れる可能性を減らす効果も期待でき、ＪＶの撤廃は、今

回の改革の中でいいほうに出ているのではないかなと思っています。

ＪＶ撤廃というのは、弊害……、私が言う弊害というのは、２回発注、３回発注になっ

て、その結果、時間的猶予がなくなり、工期が短くなったりすることを考えているのです

けれども、その辺の弊害に関しても、このＪＶ撤廃というのはあまり影響を及ぼさないフ

ァクターだと思うので、積極的にやっていったらいいのではないかなと思っているところ

です。

１点、中小企業が単体で入ると何が問題かというと、やはり品質的に大丈夫なのだろう

かという点だと思うのです。なので、今でも、単体で誰でも入札できるというわけではな

く、能力要件がついていると思うのです。そして、ＪＶの撤廃で単体でもできるし、ＪＶ

でもできるというようになっているのですけれど、そのＪＶに、第１順位、第２順位の要

件が引き続きついている。これは品質を保持するために必要とされているものだろうとは

思うのですが…。

例えば、建築の一番大きい、発注規模が１６億円以上の工事ですと、単体でも、能力要

件が満たされれば中小企業でもできると言っているのですが、ＪＶになると、第１順位が

大手、中堅ということになってしまう。第２順位では中小の能力でも入れるのですけれど

も、第１順位としては中小の能力ではなれないとなっている。単体でも中小の能力ででき

ると言っているのですから、第１順位も中小の能力、つまり、大手、中堅をグループに入
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れなくても、第１順位が能力を満たせば中小でもいけ、第２順位はもうちょっと中小の要

件を緩和する…既に単体でできるという判断を下しているわけですから、第１順位を単体

で認める一番下限の能力にしても品質的な問題はないかなと思っております。品質面を考

えても、第１順位の能力要件をもうちょっと落とせるものも出てくるのかなと思いました。

こういうグループ分け、つまり、単体では能力を満たせば中小でできるものの、ＪＶの

第１順位にはなれないというようなところはほかにもあり、設備でも、合計９億円だと、

わりと中小でも入れるのだけれども、第１順位だと入れなくなっています。そもそもこの

第１順位、第２順位の組み合わせを決めたことに何か理由があるのであれば、本当にそれ

が必要なのかも検討するべきだとは思うのですが、第１順位の要件を単体に合わせて緩和

すれば、もっともっと参加、応札者数が増えて、いい結果になるのではないかなと思うの

です。

なので、このＪＶの要件を決めるときに、単体ではできるのだけれども、第１順位には

なれないというようなことを決めるに至った理由が何かあったら、教えていただきたいと

思います。

【五十嵐部長】  おっしゃることはよくわかります。今までＪＶにつきましては、価格

帯ごとにトップを組めるところが、Ａの中小とか、Ａの中堅、それからＡの大手みたいな

形で、大体価格帯によってトップをとれる企業を決めてきたというのが、今までのやり方

でした。今回、混合入札を導入するに当たって、先ほど、冒頭、原澤先生のほうからもお

話がありましたが、やはり中小単体でとって、ほんとうに品質確保大丈夫なの、みたいな

ところもある。そういったこともあって、能力要件はかなり厳し目につけたりということ

もしているのですが。

そういったところについて、机上ではそういうことはできるのではないかとは思うので

すが、やはり実態としてやってみて、できませんでしたでは済まないみたいなところもあ

ります。ですので、今回の改革の中では、これまでのＪＶ結成義務の一部を見直すという

形で、やるにしても段階的にやっていくべきではないかという考え方のもとで、大体ＪＶ

結成義務の内訳のところを大きく５、６億円ぐらいのところから、ＷＴＯまでの２４億７,

０００万までの間を３つぐらいに分けて、一番低い金額帯のところは、中小同士でのＪＶ

も組めるようにという形に変え、真ん中のところは、今まで中小が入ってこれなかったと

ころも、入れるようにしたり。一番大きなところのＪＶみたいな部分については、中小同

士だけのＪＶというのも、我々としては少し不安があった部分もあるので、そこは今まで
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どおりにということで。

おっしゃるとおり、この試行が続いて、そこら辺のところが証明できてくれば、そうい

ったようにどんどん緩和して、ＪＶの結成義務なども、もう少し緩めていくというやり方

はあり得るのかなとは思っておりますが。

今の段階では、その部分について、不安があったというところもあるので、それまでや

っていたベースに少し中小が入ってこれるようなぐらいのレベルでの見直し、改革という

か、変更にしたということでございます。

もう一つは、一口に中小といっても、中小の中でも大手さんというか、かなり大きな金

額のものもできる体力のあるところから、ほんとうに従業員１０名ぐらいの零細のところ

まで、いろいろな中小さんがいらっしゃいますので、逆に言うと、ＪＶを組んで、その下

に２番手以降で入る中小さんは、例えば資本構成を７割、３割みたいな形にすると、２番

手で入ってくる中小さんは、その全体工事の仮に３割だとすると、その３割に該当する能

力要件を課すということになるので、単体で能力を課している人よりも、施工能力が若干

経験がない人でも入ってこれるような仕組みにしています。

ですので、そういう形で大手とか、Ａ格の中堅さんみたいなところと組んで、少し施工

能力、単体ではできないような人たちも入ってこれるような形にしているので、幅広く中

小さんの人が入ってこれるような形でやるためには、トップのほうにはできる限り実績の

ある大手さんを義務化というか、つけておいたほうがいいだろうという判断もありまして。

いろいろなことを考えて、今回はこういうふうにさせていただきました。

今回、この試行の結果をもとに、ご指摘のとおり増やしていくというやり方もあるのか

なとは思ってはおります。

【原澤委員】  承知しました。例えば、建築の１６億から２４.７億円の発注規模だと、

単体でもＡの中小、能力要件を満たせばとれるということなので、それが２者集まっても

いいのかな、なにも大きいところを第１順位にしなくてもいいのかなと思ったので、今後

その辺のところを。

第２順位は、もちろん単体でとれるよりも、規模の小さいところを入れて、中小企業の

機会を増やしてあげるということはとてもいいことだと思うのですけれど、第１順位の要

件を単体で認められているレベルに下げても、品質には影響がないのかなと考えているの

で、今後、その辺のこと、品質上、単体でできるのに、わざわざ大きいところを巻き込む

必要があるのかというあたりも、検討していけたらいいなと思っております。
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【楠部会長】  仲田委員、お願いします。

【仲田委員】  私も今、大変重要な意見だと思うのです。やっぱり競争者を増やすため

にこそ、第１順位というか、第１グループも中小が担えるようにするということが非常に

重要だと思います。私は、感想なのですけれども、２０ページの落札率は変化がないけれ

ども、希望者数が、特に単体が多いのだけれども、増えていると。これは、先ほどの説明

ではたまたま同じとおっしゃっていたのだけれども、今後希望者数が増えるということに

よって、落札率も変化するだろうと私は期待しております。

２５ページで、中小企業の割合が増えていると。なおかつ、この２３ページの表で非常

にわかったのですけれども、やはり意欲的な中小がおられて、そういう方たちに機会をつ

くると、手を挙げて来るというのが非常によくわかったわけですから、全体として大きな

変化はないにしても、今後入札の意義というのがあるのだろうなと思いました。以上です。

【楠部会長】  ありがとうございました。よろしいですか。

じゃ、小澤先生、お願いします。

【小澤委員】  ＪＶ結成義務の撤廃は、一種の規制緩和であって、手を挙げられる人、

そういう機会を増やしたことで、期待どおり希望者数が増えたという結果が得られている

のだと思います。さらに、中小企業への配慮を制度的にも、いろいろな形でしていただい

たことで、中小企業の方の実際の契約割合というのも、昨年度と比べてそれほど変わらな

いという状況で、期待される効果があらわれてきているのかなと思います。

結果として、落札率、平均で見るとあまり変わらないという状況なのですが、２８年度

と２９年度の分布を少し見ておいていただければと思います。平均値がほとんど変わらな

いというのはこのとおりなのだと思いますけれども、個々の案件の状況、いろいろ違うと

思いますので、落札率の分布も変わらないのか、あるいはそこには変化の兆しが見えるの

かどうかというところを、確認しておいていただければと思います。以上です。

【楠部会長】  じゃ、よろしいでしょうか。

ほかにいかがでしょう。時間が押していますけれども、よろしいですか。

【五十嵐部長】  １つだけ、今日の先生方の議論の中では出てこなかった部分を。数字

だけなので、そういった議論はなかなか出づらいのかなとは思うのですが、議会等でいろ

いろと説明をしておりますと、あるいは業界団体さんのほうと話をしていますと、こうい

った受注機会の確保だけの話ではなくて、小さな会社がＪＶを組むことによって、大きな

工事を経験することによって、それで技術を習得していく、あるいは、今後、技術者を育



-33-

てていくといったような効果があるのではないかという議論、数字はなかなか見えてこな

いような議論も、一部ではそういった話も出てきております。

そういった部分について、我々、どういうふうにデータとして示していけばいいのかと

いうのは、ちょっとなかなか難しい部分はあります。そういうところについても、今後議

論の対象に、私どもとして何らかの形でデータを提出した上で、そういった面についても

先生方のご意見、今後聞いてまいりたいと思います。

今日はそういった議論に資するようなデータをお出しすることはできなかったので、不

十分だったとは思うのですが、そのような話もございますので、後ほどまた次回以降で、

そういったことについてご意見を賜れればと思っております。よろしくお願いいたします。

【楠部会長】  よろしいですか。ありがとうございます。

ただいま審議されたことを踏まえて、事務局のほうでは資料等のアップデート、見直し

をお願いいたします。

このスケジュール表によりますと休憩と書いてありますけれども、いかがしましょうか。

ちょっと時間が押していますが。

【五十嵐部長】  続行いたしましょうか。

【楠部会長】  申しわけありません、私の司会能力がないおかげで時間が押しています

ので。では、そのまま続行させていただきます。

次に、１者入札、１者応札の中止の審議に入ります。説明をお願いいたします。

【荒山課長】  引き続き、私のほうから１者入札の中止についてご説明させていただき

ます。まず、こちらの３６ページをご覧ください。こちらは、建築、土木、設備という財

務局契約案件を基本的には対象としてございます。この中で、１者以下で中止または不調

となった案件を再発注する場合、要するに２回目からは１者入札の中止というものはしま

せんということになってございます。

なお、１者入札というものは、ここで見ていますのは、希望申請時の時点で希望者が１

者以下という場合に、以降の入札手続を停止するということで、希望の段階で２者以上あ

れば、最終的に１者であっても、ここは有効として契約の手続を続行するという流れにな

ってございます。

それでは、２６ページをご覧いただければと思います。こちらから、１者入札の中止の

対象案件の推移でございます。平成２９年度現在のところ、２０４件のうち、希望者１者

以下で中止になったものが３９件ということで、割合は１９.１％になってございます。ち
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なみに２８年度ですけれども、２８年度はこの制度はなかったわけですが、同じ制度があ

ったとしたらということでの試算値として出してございまして、２８年度は２３.９％とい

う状況でございました。

次に、２７ページをご覧いただければと思います。１者入札中止案件の内訳でございま

す。希望者が１者以下だった場合に入札を中止するわけですけれども、ゼロ者だったのか、

１者だったのかというところが見てとれるかと思います。下のところ、欄外ですけれども、

１者入札中止となった案件、３９件のうち、希望者がゼロ者で中止になったものが合計１

０件、それから希望が１者ありましたけれども、中止になったものが２９件ということで、

２５.６％、７４.４％といった比率になってございます。

また、業種別の状況については、上に記載の表のとおりでございます。

続きまして、２８ページ、ご覧いただければと思います。２８、２９、３０と、この３

ページでは、１者入札の中止対象案件における初回発注と再発注の比較というところで、

業種別に記載しているものでございます。まず、２８ページが建築の業種でございます。

ここは、１者入札を一度中止しまして、再発注を済ませた案件というところで数字を拾っ

ておりますので、実際、まだ建築は４件ですし、次の２９ページの土木は５件、それから

設備は１２件と。再発注も済ませたものということですので、かなり数値が少ないという

ところで、サンプルがかなり少ないものですから、これで統計的に見るのはどうかという

部分もありますが、現時点の中でご報告ということをさせていただきたいと思います。

まず建築ですが、再発注回における希望の状況で、初回が希望者がゼロ者だったものは

ゼロ件ですと。それから、初回が希望１者だったものが４件ありまして、それが再発注回、

どのように推移したかというところで、同じように希望、１者だったものが３件、それか

ら、希望者が減って、希望がゼロ者になったものが１件という状況でございます。

２段目、初回希望者の再発注回の希望意欲ということです。実際に１回目で希望してい

ただいた方が、２回目、また手を挙げていただいたかどうかというところを示しているも

のでございます。希望者４件のうち、初回希望者が再発注回もまた希望を出していただい

たという案件が、３件ございます。２回目は、もうやりませんということで希望しなかっ

たものが１件と、こういう推移になってございます。

３段目、開札日のずれでございます。これは、初回、１者入札で中止になって、再発注

回に対してどれだけ契約手続の期間等々ありますので、ずれたかというところで、建築に

ついては１５.８日、平均ですけれども、そういった形で出ております。
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それから、工期の終了日のずれ。何日、工期の完成が遅れたかというところでございま

す。これ、建築については１０.５日ということでございます。

それから、工期（期間の長さ）、これがどうなっているかと。この長さについてですけれ

ども、ここは観点で言うと事業者への影響というか、しわ寄せですとか、厳しい工期の中

でやるということにつながっていくということになるかと思います。そういう観点で見た

ときに、建築に関して言うと、４件とも工事とスタートの分だけ工期、終了日がおくらせ

てあるということで、工期の平均は変動なしという状況になってございます。

こういった形で、次の２９ページの土木、それから３０ページの設備という形で、表を

まとめてございます。特に３０ページの工期の平均、一番最後のところ、ここの部分が、

工期の長さが２７.３日ということで、約１カ月ぐらい、全体の工事をやっていただく期間

が短くなっているというような状況として出ております。

先ほども申し上げましたけれども、何分、まだ件数が少ないので、これで全体的な数字

としてとらまえるのはどうかという部分はありますが、現状としては以上でございます。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。

それでは、ただいまの説明について、質問やご意見のある委員はお願いいたします。

原澤委員、お願いします。

【原澤委員】  １者入札が中止されて、再発注になって、さらに再発注のときに希望者

ゼロのものは再々発注になりますが、各業種ごと、建築、土木、設備の工期の遅れが書い

てあるページでは、どの業種も２回目の再発注で希望者ゼロというのが１件ずつあるよう

です。この再々発注の分もこの工期のずれの中に入っているのでしょうか。

【荒山課長】  まだ再々発注まで至った案件が実際はないので、この中には数字として

は入っておりません。

【原澤委員】  １者入札のところからずれてしまうところもあるのですが、１者入札の

一番の弊害というのは、不調になって、発注が２回目、３回目となって工期が遅れていく

というか、工期が短くなっていくこと、あと発注に係る事務手数料もあると思うのですけ

れども、一番の弊害は、どんどん時間的に遅れていくということだと思うのです。

３回目は事前公表なので予定価格を超えることがありませんが、一番最初のページのと

ころで事前公表をしているものが４件あると記載されています。１者入札の中止のページ

を見ると、再発注で希望者ゼロによって再々発注に至ったもの、すなわち事前公表をした

のは３件ということなので、残りの１件に関しては、おそらく２回目の発注で予定価格オ
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ーバーなのか、または最低制限価格を下回ってしまったのか、どちらかだと思うのですけ

れども。または、１回目で不調、２回目で不調という可能性もあるかもしれないのですけ

れども。つまり、この事前公表したもののうち、２回目の発注で希望者ゼロでないものが

１件あるはずだと思うのです。今日でなくてももちろん構わないので、その１件がどうい

う理由で、３回目の発注まで行ってしまったのかというのがわかれば、教えていただきた

いと思います。

【荒山課長】  済みません、１ページの事前公表、事後公表の部分の、事前公表４件と

記載がございますけれども、このうち３件は、実はこれは旧制度のもとというか、６月２

６日前に公表していたものがありまして、それが３回目になったものが６月２６日公表以

降に３回目の発注を迎えたものがありまして、それを事前公表としてここに記載している

ものでございます。残りの１件については、１回目で１者中止、２回目で希望なしで中止

になったものです。

【原澤委員】  承知しました。ありがとうございます。

【楠部会長】  仲田委員、お願いします。

【仲田委員】  １者入札中止……。条件を変えて再発注するのでしょうけれども、その

際の幾つか変化があるのでしょうが、予定価格がどういうふうに変化したかというのは、

それぞれ、建設、土木、設備に関して教えていただきたいなと思います。それが１点。

もう一つは、工期が短くなっていると。これまた不思議だなと。今、約１カ月近く短く

なっておりますけれども、予定価格が多分上がるのでしょう。一方、工期が短縮されたと。

短縮によって品質の不安というのはあるのかもしれません。その品質の不安を解消するた

めに、どういう手だてを施しているのかというのが質問であります。

もう一つは、悪いことばかりではなくて、本来だったら、遅れることによって稼働率が

落ちて、いろいろな機会が失われるということがあると思うので、それが抑制されたとい

うメリットは一方であると思うのです。そういう観点で常に見ていかなければいけないと

思うのですけれども、必ずしも工期短縮が品質不安のみをもたらすものではないと私は思

うのです。いずれにせよ、なぜ工期短縮ができたというか、せざるを得なかったのか、で

きたのか、そのあたりの事情をちょっと教えていただきたいなと思っております。

【楠部会長】  お願いします。

【荒山課長】  まず１点目の、２回目の発注で予定価格が上がっているのか、下がって

いるのかという部分でございます。ここにつきまして、ほんとうにケース・バイ・ケース
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なので、なかなか申し上げるのは難しいところではあるのですが、とりあえず今回出した、

この４件、５件、１２件に関して申し上げますと、建築のほうでは予定価格は、平均、変

わっておりません。それから、土木のほうは１０１％ということで、ごく微増。それから、

設備に関して言うと、１０２.４％ということで、これもごく微増ということで変わってご

ざいます。それが１点目ということでございます。

それから、２つ目でございますが、品質の管理の部分の工期が短くなった中での手だて

というところは、なかなか私ども契約部門のほうで、そこはどういうふうにと言うのは、

なかなか難しい部分もあります。起工部門のほうで、工事の監督を当然行っておりますの

で、そちらの中で品質の管理はきちんと担保するようにということで、当然のようにやっ

てもらっているものと認識はしているところでございます。

【五十嵐部長】  あともう一つ、実際の話、東京都は官公需法とか、中小企業振興とい

うこともあって、分割発注という形でやっております。基本的には、例えば都営住宅の工

事でいくと、建築をまず発注して、その後、設備系、電気とか給排水を発注していくとい

う形になります。

分割発注、分離発注という形になっていますので、主体工事である建物の工期に、どう

しても設備系というのは制約がされてしまうということもあって、設備が不調になって、

じゃ、もう既に契約済みの主体工事である建築のほうの工期まで伸ばすかというと、そこ

までやっていないと。そういうこともあって、設備のほうの工期を当初より若干縮めてい

るというのが実態だとは思っております。

ただ、実際にほんとうに設備系の発注が不調で、大きく遅れるということになった場合

に、その中に設備系でやる予定だったものについて、主体工事のほうにその一部の契約を、

主体工事の契約変更という形で持っていくことによって、そのままやると、工期が長いま

まで後ろに飛び出てしまうので、その分圧縮しているというものも、一部にはあると聞い

ています。

全部がそれをやっているかどうかというのは、ちょっと私も確認はできないのですけれ

ども、あまり大きく設備のほうの契約が落札というか、発注が遅れてしまった場合には、

一部主体工事のほうに設備のほうでやる予定だったものを繰り込んで、契約変更でやって

いると。その分、設備の工期は短くなっても、その中で対応してもらうというものもござ

います。

それと、発注の時期によっては、ある程度設備系については着手まで、建築で建物が建
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ち上がるまでは、設備系は実際に工事に入ることはできません。ですので、ある程度、主

体工事をやっている建築事業者さんと打ち合わせの時間は十分にとれるよう発注はしてい

るわけですが、その部分が若干短くなるといったような部分はありますが、工事の期間自

体がそこまで大きく食い込むということはないように、余裕を持って発注をしていただい

ているというのが実態なのかなと思っております。

【仲田委員】  そうしますと、工期というものの設定が非常にフレキシブルに対応でき

るような印象を今受けたのですけれども、であるならば、もっと工期短縮のための組み合

わせを、もっと柔軟にしたらよろしいのではないかと思うのですけれども。単なる印象で

すけれども、そう感じました。ありがとうございます。

【小出課長】  １点よろしいでしょうか。済みません、現場レベルで、契約一課長の小

出と申します。今部長もご説明申し上げましたが、現場レベルで工期の設定というのは、

もともと平準化して４月、５月、６月の閑散期にできるだけ工事を発注するようにという

のは、もともと財務局も取り組みをということで、各局にお願いをしているのですが、実

態としてはなかなか進まない。それは、仕事の進め方が、ある意味、予算が年度の初めに

起きて、そこから検討して、設計して、いろいろな準備をしていくと、どうしても年度後

半になってしまうというのもあります。現場レベルではいろいろ工夫はしていますが、な

かなかフレキシブルにいかないという実態はあるようでございます。

その中で、こういった１者入札中止というか、そういったものが不調だとか、いろいろ

なことで変更せざるを得なくなってしまったときには、今部長が申し上げましたが、例え

ば電気設備工事などは、主体建築工事に一部振りかえるというお話がございましたが、ケ

ーブルの撤去みたいなのを、例えば電気設備で最初に予定していたものを、既に動いてい

る建築工事に契約変更で持っていって、その分やろうとしていた分を組み上げると、そん

なようなことをやったり。

河川工事でいえば、いろいろな工夫、段階に応じてやろうとしたものを、ちょっと順番

を変えてやるだとか、局発注のものを所発注ということで、細切れと言ったら言い方は変

ですけれども、少しロットを小さくして発注するなどして、本来はやるべき手順ではない

のですが、そういう工夫をして工期末に合わせるというような、ある意味、現場ごとの試

行錯誤という形で、どうにかやりくりしているというふうに、起工側とのやりとりでは、

そういう話を受けております。以上です。

【仲田委員】  ありがとうございます。
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【楠部会長】  ほかにいかがでしょう。

小澤先生、お願いします。

【小澤委員】  １者入札の中止のところは、競争性を担保するために中止にしたという

ことで、主としてそれによる影響がどの程度あるかという観点で情報を整理していただい

ているのですが、個々になぜ１者入札になったのかという理由がそれぞれにあると。多分、

将来目指す方向としては、１者入札にならいように事前に手を打つことができるのであれ

ば、それをやったほうがいいと思います。

そういう意味では、今回、再発注をされるときに、どういう見直しをして、それによっ

て、やっぱりまた１者だったというものと、参加者が増えたというものが、それぞれある

と思います。ですので、その辺の状況を分析していただいて、今後、１者入札にならない

ように参加要件のセットの仕方とか、規模のセットの仕方であるとか、東京都にとってい

い発注の仕方というのを考えていただければと思います。

【五十嵐部長】  おっしゃるとおりで、今回の中では、そこまで分析はできていないと

いう部分はあります。現場レベルでいくと、１回目、１者入札で中止になったのに、次、

あまり条件も変えていないのに、今度は９者来ましたみたいな話で、発注時期の問題、そ

の地域の業者さんのお手すきのぐあいみたいなようなものもあって、統計的にそれを整理

していくというのがなかなか難しい部分もあるのですが。

件数の積み上がってきたところで、少しそういった分析などもして、先生方のご検討、

検証の材料にしていきたいとは思っております。

【楠部会長】  ２点だけ、私のほうからコメントを差し上げます。１者入札を中止する

趣旨というのは、２者以上であれば、それだけ安くなるはずだろうという哲学が先にあっ

てやったわけなのですけれども、条件を変えなかったら、基本的には同じだろうと。ただ、

市況次第で１者がゼロになる場合もあれば、１者が９になる場合もあるということで、そ

の辺をどういうふうに捉えるのかということが、１つですね。

もう一つ、やはり工期の問題ということで、工期が後ろにずらせるような案件であれば、

後ろにずらしますという話だけでしょうけれども、圧縮してしまう場合がもし仮にあるの

であれば、むしろ圧縮したほうが工数は変わりませんから、要は労賃とかを考えた場合に

は条件が厳しくなるわけですね。今、人材不足でなかなか大変な時期なので、そのときに

圧縮するという行為というのが、現実、どこまで可能なのかということのリスクになるわ

けですね。
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ですので、案件に応じて１者入札中止がなじむものと、なじまないものがあるのではな

いかということは感じます。ただ、インフラ整備というのはいつまでも待てるものという

のはありませんから、必ず必要があってやるものですので、なかなかその辺、工期を圧縮

するとか、延ばすとか、そういうことというのは難しい。

先ほど説明がありましたけれども、設計変更とかいう形で何とかやりくりするというの

が現実だと思うのですけれども、設計変更すら、条件交渉が難航した場合どうするのかと

か、そういった問題は現場レベルで発生してしまうということの議論というのが、どこま

で事前にあったのかなと。少し、そういったことも含めて検証しなければいけないのかな

と思っています。以上です。

よろしいですか、ほかの方。それでは、今あったいろいろなご意見を踏まえて、事務局

のほうでさらなる見直し等をよろしくお願いいたします。

続きまして、低入札価格調査制度について説明をお願いいたします。

【猪又課長】  私、契約調整技術担当課長のほうから説明させていただきます。まず説

明の前に、概要を説明させていただきたいので、ページでいいますと３７ページをご覧く

ださい。３７ページにありますとおり、低入札価格調査制度の拡大ですけれども、冒頭話

しましたとおり、工事の品質を確保しながら、より競争的な価格で契約を締結するという

効果を期待して、制度としてつくってあるものであります。

具体的には、内容のとおり低入札価格調査を行う範囲につきまして、改革前はＷＴＯ、

２４億７,０００万以上の案件を対象としていたものを、四角の枠内でありますとおり、建

築につきましては４.４億円、土木につきましては３.５億円、設備につきましては２.５億

円以上の対象に拡大して実施をいたしました。

この改革ですけれども、業界団体からダンピングや行き過ぎた低価格競争を招きかねず、

小規模零細企業への影響が大きいとの心配の声があったものでございます。もともと実施

方針におきましても、中小企業には配慮しておりまして、適用範囲を比較的規模の大きい

財務局契約案件に絞っていたのですけれども、範囲をさらに縮小して施行しております。

なお、この低入札価格調査制度以外の各局・所の契約案件につきましては、今までどおり

最低制限価格制度が適用されているという実態がございます。

低入札価格調査の内容ですけれども、公共工事の品質確保と担い手の確保、ダンピング

の防止を実現するために、下請として参加する中小企業に対して不当なしわ寄せが生じな

いように、工事の施工体制などに関する低入札調査を強化しまして試行しております。具
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体的には、関連事項にありますとおり、工事成績判断基準というのを導入いたしまして、

過去３年間の工事成績評定で６５点未満のものがある場合については失格としました。

それから、従来、特別重点調査というところにつきましては数値的失格基準としており

ます。また、履行状況調査のところにありますとおり、今現在、国を挙げて取り組んでお

ります社会保険の加入促進――健康保険、年金とか雇用というものを考慮しまして、社会

保険未加入が確認された場合につきましても、失格としております。

また、下請の見積書につきまして、法定福利費等が別枠で計上されていない場合は失格

とするなどの基準を設けて、試行してございます。これらは、従前から問題のない成績で、

下請を含めた社会保険の加入を徹底して、適切に工事を履行している事業者で、低入札の

金額の根拠がきちんとされて、適切な履行が確認できれば契約を行うこととして運用して

いるところでございます。こうした厳格な運用を行うことで、ダンピングの防止と受発注

者双方の負担軽減を図ることとしております。

資料、３１ページにお戻りください。試行の状況をお話しします。１の（１）、過去５年

間の実施の状況ですけれども、公営企業を除く都の状況を示しております。２９年度の部

分が新制度の対象の部分でございまして、適用対象件数が、さっき概要で説明したとおり、

先ほどの範囲のところ、開札が６７件、そのうち２３案件について調査を実施しておりま

す。

２７年、２８年度と対象の実施件数がやや少なくなっております。これは、都におけま

して２５年の夏以降、入札不調が非常に増加していた関係で、入札不調の解消と担い手の

中長期的な育成というのを意義としまして、先ほど言ったようにＷＴＯ対象額未満まで最

低制限価格制度を適用したことにより、件数が少ないものとなっております。

２９年度は低入札価格調査制度を拡大したために件数が増えたのと、あと先ほどから出

ておりますとおり、事後公表なども影響して低入札価格調査の実施というのが増えている

のではいかというのも思われます。

調査を実施した２３件でありますけれども、（２）にありますとおり、今のところ、現在

全て失格となっております。この契約中止件数というのは、低入札で失格となった案件で、

調査のかからない普通の価格帯の応札者がおらず、失格となった案件が５件というふうに

なっているということでございます。

ページをおめくりいただきまして、３２ページをご覧ください。３２ページは、業種別

の低入札価格調査実績でございます。右側にある、２９年度の新制度の下の合計欄のとこ
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ろをご覧ください。先ほど実施件数の２３件の内訳ですけれども、建築のほうが４件、土

木のＡ、一般土木とか河川なのですけれども、それが６件、土木Ｂなどの道路舗装に関し

ては１件、設備が１２件となっています。対象件数の多い土木工事と設備工事等を比較し

てみますと、やはり設備工事のほうが低入札価格調査の実施率が４８％と、非常に高い傾

向になっています。

実施対象者、資格者の中には中小が含まれていた案件数につきましては、２３件中１６

件となっておりまして、中小に過度な低価格、低入札の防止にも役立っているとは言える

かと思います。

それから、３３ページのところをご覧ください。３３ページは、低入札価格調査実施案

件における応札者数等延べ数、及び失格事由をまとめたものです。（１）の応札者数の延べ

数ですが、先ほどの２３件のうち、応札者の延べ数は１３０者おり、低入札価格調査対象

者数は４５者ございます。調査対象の割合が３割近くになっておりまして、この低入札価

格調査対象者４５者のうち、中小のほうは２１者で４６％ぐらいとなってございます。

失格事由の（２）のところですが、内訳としまして、その４５者の失格者のうち、数値

的失格基準、先ほど言った、過去でいいます特別重点調査にかかって失格となっている者

が２０％、工事成績失格基準に引っかかっています者が３１％、調査票未提出の者が４０％

で、調査票の不足・不備というのが８.９％となってございます。このように、現在のとこ

ろ、今まだ件数は少ないのですけれども、低入札価格調査の件数につきましては、今失格

となっている状況でございます。

説明は以上です。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。

ただいまの説明につきまして、質問、ご意見のある方はお願いいたします。

１点確認ですけれども、低入札調査の実務については国と同様のということでよろしい

ですか。

【猪又課長】  低入札調査の形については、基本的に国のものに準じておりますけれど

も、工事成績の先ほど言った基準ですとか、そういったものはほかの自治体等を見ながら、

取り入れている部分ではございます。

【五十嵐部長】  国では、総合評価方式と組み合わせて施工体制確認型という形で、低

入防止というか、そういった手だてをとっているわけですが、私ども、全ての案件に総合

評価を入れるだけのマンパワーがないみたいなところもありまして、施工体制確認型では
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なくて、そういった施工体制確認型なのかでどういうふうな調査をしているかとか、他県

などでどういう調査をしているか、失格基準をどういうものを設けているか、そういった

ものを調査した上で、ある程度の失格基準と、内容のいわゆる下請さんから出てきている

見積書の審査、どういったところに着目して審査をしていくかみたいなものについて、あ

る程度今までよりは細か目に設定して。

どちらかというと、今まで通す調査を、きちんと資料ができていないと通さないよとい

う形に、かなり厳格化した形に、運用の仕方を１８０度変えたような形の調査ということ

にしています。ですから、調査内容ですとか、調査で出していただく資料などはそれほど

大きく変わっているわけではないのですが、それの見方、それから、事業者さんから出し

ていただくペーパーの精度みたいなものについて――精度というのは細かさというか、正

確さということですけれども、その部分についてかなり厳しく見ているという形で運用し

ています。

【楠部会長】  １点だけコメント、差し上げます。こういうふうな形で品質確保のため

の厳格な調査ということをしていくと、どうしても低入調査の対象になりたくないとなっ

てきて、業者側の行動も変わってくると思うのです。そうすると、事前公表、事後公表と

の関係も出てきて、今やはり新聞報道等でよく出てくるものとして、情報漏えいの問題等

が出てきて、どうしても下限に合わせたいと。競争が激しいと、どうしても下限に合わせ

たいという状況になりますので、そこでいろいろ情報を取り出そうという業者の行動が出

てきて、それが毎年というか、毎週のように出てくるわけです。

ですから、そういった部分に関して、もともと事前公表、事後公表の議論のところで、

そういった問題が発生しないように、情報を事前に透明にしましょうということから始ま

ったのだけれども、そうではなくなったわけですから、ますますそういう問題が懸念され

るところではあります。ですので、コンプライアンスの問題に関して、より厳格に対応し

ていただきたいと思っています。コメントです。

ほかに。原澤委員、お願いします。

【原澤委員】  この低入調査にかかる日数というか、これを導入するか、しないかによ

って、落札者が決定するまでにどのぐらいの時間が余分にかかることになったのか、また、

それによって、工期や、その後の工事に及ぼす影響があるのかどうかというのも教えてい

ただきたいと思います。

今のところ２３件やって、２３件全部だめで救えた者がいないということになると、こ
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れをやる意義ということになってくると思います。スケジュール的な弊害があるのだった

ら、もうちょっと低入調査の要件を緩和してもいいというお話になってくるかと思います

ので、低入札調査をすることによる、時間的な弊害、そのほかにも弊害があれば、それを

調べて教えていただきたいなと思います。

【猪又課長】  低入札調査は、マニュアルで、５日以内に低入札にかかわった者につい

ては書類を提出するようにということと、大体１カ月以内に落札者を決定するという形に

なっておりますので、当然、今度そこまで兼ねていると、低入札が何人かおりますと、次

の順番の方というのもかかわってきて、低入札の期間は工期を延ばすことができなくて、

その低入札期間分、工期が減ってしまうことにもなりますので、結構迅速にやらなければ

いけないところではあるのです。

なので、その調査の期間分は、若干、工期自体には延びるとかという影響はないのです

けれども、適正な工期がとられていたにもかかわらず、減っていくというのはあるのかな

とは、考えております。

それから、先ほども話させていただいたのですけれども、我々としては、予定価格とい

うのは適正に算定されているという形をとっておりますので、低入札ということで入って

くるということは、やはり適正な価格でないレンジのかなり低い価格で入ってきていると

いうところもあります。ですので、そこは安易に通すべきものではなくて、かなり厳格に、

積算がちゃんとなされているか、過去の実績ですとか、先ほど言った社会保険ですとか、

そういったもので見ていくべきだとは考えてございますので、先生のご意見のほうは、今

お伺いしたところはまた考えていきたいと思います。

【原澤委員】  要件の緩和と申し上げたのは、調査を通すか、通さないかの基準ではな

くて、今現在、調査対象案件として、予定価格を結構な金額まで下げているので、そこま

で下げる必要があるのかということ、つまり、対象案件を減らすということは可能かどう

かを検討していきたいなと思っています。要件自体は、やるからには厳格に全て見るべき

だと思いますので、そもそもの対象案件を減らす方向で何かできないかを考えていきたい

と思っています。

【五十嵐部長】  あと、それから補足ですけれども、この低入調査、これは今回、制度

を見直したからやるというわけではないのです。以前から低入調査で、合格になって、工

事を施工する際には、基本的に我々が想定する以上に低い金額での施工ということになり

ますので、品質確保の観点から、事業者さんにはある程度負担を課している。要するに現
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場の技術者を増員しなさいですとか、そういったようなことを義務づけているということ

がございます。

大体国でも同じようなやり方をしているのですけれども、低入調査にかかる期間につい

ては工期の延長をしませんよという取り扱い、それから、仮に低入調査で落札できたとし

ても、その際には低い金額だということもあって、現場での技術者を何人か増員しなさい

といったような取り扱いをすると。

調査も厳しいですし、終わった後の施工などについても、かなり厳格なペナルティーと

いう言い方は変なのですけれども、そういったものを課して、きちんとした工事をやって

いただくという取り扱いをやっているところです。これは、東京都だけの話ではなくて、

公共工事全体でそういった取り扱いになっていると認識しております。

【楠部会長】  小澤先生、お願いします。

【小澤委員】  １点だけ確認をさせていただきたいなと思います。先ほど設備工事の応

札のされ方が、予定価格を超えるものであったり、著しく低いものであったり、もともと

設備工事の予定価格をどうつくるかというところが非常にわかりにくい。条件をどうセッ

トするかで簡単に変わってしまうという状況の中で、今回、この低入の調査をされて、特

に失格事由のうちの数値的失格基準でひっかかるものが、設備工事の中でどれぐらい含ま

れていて、予定価格の作成方法や、あるいは、皆さんが受注される人たちにどういう条件

をどこまで示しているかということがもし改善されると、何か少し改善の方向があるかど

うかと。その辺が少し気になったので、確認させていただければと思います。

【五十嵐部長】  まさに今、小澤先生がおっしゃるとおりで、新しい制度、事後公表制

になって、まだ設備工事のほうについては、少し入札の価格がどうもばらつきが出ている

のかなというのが正直な感想です。

ですので、こういった状況がこの試行の段階、終盤にかかっても、そういうことが設備

工事について多発するようであれば、その前からもちょっとやらなければいけないなとは

思っていますが、見積もりの方法、適正な見積もりを予定価格をつくる側のほうでどうい

うふうにやっているのかというところ。それから、もう一つは、その適正と我々が見積も

ったものを、要するに入札の際に工事設計図書という形で出す際に、そこが相手に十分伝

わるような形で出していくといったようなこと。その２つをもう少し徹底していくことで、

それで、こういったような状況が少しでも改善できればいいのかなとは思っています。

設備系については、私どもも改善されるような傾向が見えてこなければ、契約部門でや
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るというよりは、技術部門のほうに話をして、見積もりの方法、それの公表の仕方という

か、設計図書への表現の仕方といったものについて、改善を求めていく必要があるのかな

とは思っております。

【小澤委員】  ありがとうございました。趣旨は、不当に安いものは排除するべきです

が、そうでないものも排除してしまっている可能性があるのだとしたら、そこは何か改善

の余地はないかという趣旨でございます。

【楠部会長】  どうもありがとうございました。

ほかにいかがでしょうか。ございませんか。どうもありがとうございました。

ただいま、委員からいろいろご意見が出たと思いますけれども、それを踏まえて事務局

のほうで、また資料の積み直し、アップデート等をよろしくお願いいたします。

それでは、全体の総括についてですが、いろいろなテーマについて、総論的なもの、各

論的なもの、ありましたけれども、この機会に皆様方から何か言い足りないこと、あるい

は確認し足りないことがあれば、この機会でいろいろお話をしていただきたいと思います

が、いかがでしょうか。

特にご不足とかはございませんか。仲田委員、お願いします。

【仲田委員】  済みません、直接今までの話とはかかわっていないのですけれども、入

札者が参加しやすい条件づくりという点において、先ほどお話があって、一応お話は伺っ

てはいるわけですけれども、１つは、早目に発注の早期化をすると。年度計画として出し

ますよというお話、それから工事を平準化しますという、この２つが極めて重要だと思う

のです。

その平準化について、工種ごとに１年間の山谷がどういうふうに展開しているかがわか

るようなデータはございますでしょうか。私は、それによって随分参加する人の意識が変

わってくるだろうと思うのですけれども、そこがまず第１点。

それから、もう一つは、常に感じているのですけれども、競争率が高まるのはいいこと

だとは思うけれども、実際なんちゃって競争というのもありまして、結局、競争している

のだけれども、常にシェアが一緒ということだってあり得るので。もともと工事そのもの

が繰り返しの工事ではないにしても、応札者、あるいは入札者がどのようなシェアで１年

間、あるいは過去何年間、比較すると、シェアが変わっているのか、変わっていないのか。

そのあたりがわかるといいなと思いました。

２点について、私は何らかの手が必要かなと思っております。
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【楠部会長】  じゃ、事務局のほうから何か。

【猪又課長】  まず１点目なのですけれども、平準化のお話が出たと思うのです。ちょ

っと工種ごとの変化というのは、今先生からいただいたので、少しそこはデータとしてま

た整理したいと思います。

先ほど同じような話が出たかと思うのですけれども、うちのほうでは、３月、４月、５

月というのを端境期と呼んでおりまして、１０、１１、１２月というのを集中期と呼んで

おります。ここの発注量の比が、今現在３倍近くあったという事実がございます。そこを

半減するという目標を立てて、今現在取り組んでいるところでございますので、その辺も

含めて、工種ごとにそういう……。３倍近くありますと、おそらく工種で見たとしても、

おそらく集中期の１０、１１、１２にかなりの件数が出てきているとは思うのですけれど

も、そこは調べてみたいと思います。

【仲田委員】  その点について、多分工事は東京都庁、都が主体的に工事のスケジュー

ルを決められる案件が圧倒的に多いのだろうと思うのです。他律的ではない。そうします

と、例えば１０月、３倍ぐらいに工事量が増えると、あるいは３月あたりは非常に少ない

という、その山崩しというのは、都庁のコントロールセンターが山崩ししようと思えばで

きてしまうのではないかと、私は素人的には思うのです。今、その取り組みをされている

というので、それは結果を期待したいと思っております。ありがとうございます。

【楠部会長】  先ほどの仲田委員の２点目について、おそらく、私は専門が独禁法なも

ので、そういうふうなシェアの協定みたいなものとか、ある程度空気でこのぐらいのシェ

アにしましょうとか、場合によっては、２者以上という形をつくりたいので、ダミー入札

とか、そういうリスクというのは常にあるわけです。

ただ、発注者のほうでどこまでそれを防げるのかというのは、受注者側の調整に関して

は、なかなか、指名競争から一般競争とか、随契にしろ、いろいろな改革の中で議論され

るところであります。私が懸念しているのは、１者入札を無効にするとなると、そうする

と２者以上の形をつくりたいという業者側の思惑というのが発生して、結果的にそもそも

落札するつもりのない業者まで入ってくるとか、そういったリスクというのもあるとは思

うのです。

ただ、こういったものに関しては明らかに独禁法上の問題ですから、こういった問題に

関しても公取委と情報交換しながら、そういったものを防止するとか、常に監視の体制を

つくるとかいう形で防いでいく話なのかなと。ちょっとお答えになっていないかもしれま
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せんけれども、そういうふうに思っています。よろしいでしょうか。

今日の議事の対象はこれで全て終了になるのですけれども、最後に一言ある方は、お願

いいたします。よろしいですか。

それでは、事務局にお返しします。

【五十嵐部長】  それでは、長時間にわたるご審議、まことにありがとうございました。

先生方のほうからご指示のありました資料については、しっかりと調えた上で、先生方の

ご判断ができるような形にして、再度お届けさせていただこうと思っております。

それから、いろいろなところでご意見が出た部分につきましては、今後の目に見えない

ようなところの運用に当たっては、今出たご意見などを十分配慮しながら、入札実務に取

り組んでまいりたいと考えております。

それでは、最後に経理部長の小室のほうから、一言ご挨拶申し上げます。

【小室部長】  本日は、大変長い時間にわたりまして、委員の皆様方にはご審議いただ

きまして、かつ貴重なご意見を賜りまして、まことにありがとうございます。

ただいま五十嵐のほうからもお話がありましたが、本日いただきましたご意見、特に資

料の作成やデータの抽出等につきましては、可能な限りご要望に沿うような形でご用意さ

せていただきたいと思っております。

また、今回は１０月末までということでのデータでありましたが、今後、データが蓄積

されていくと思います。そういったことによりまして、事例等も増えてまいりますので、

分析の詳細化もできようかと思っております。事務局としては最大限努力して、そういっ

た事柄について先生方にお伝えしていって、ご意見を賜りたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

委員の皆様方には、今後とも引き続き、お忙しい中ご協力をいただくことになりますが、

ぜひよろしくご指導のほどお願いいたします。本日はまことにありがとうございました。

【五十嵐部長】  それでは、以上で終了になります。どうもありがとうございました。

―― 了 ――


